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研究プロジェクトと成果の概要

研究の背景

　2007年に気候変動に関する政府間パネル(IPCC)

の第4次評価報告書が発表され、世界の平均気温は今

後100年間で1.1～6.4℃上昇するという予測が示

されました。日本の研究グループも、2002～2004

年に世界最高速を記録したスーパーコンピュータ「地

球シミュレータ」を用いて気候変動の予測計算を行

い、IPCCの報告書に貢献しました。

　このような気候変動（地球温暖化）の将来予測は、社

会が温暖化への対応を考える上で重要な情報になる

はずです。しかし、社会がこのような情報を適切に利

用することは実際には簡単ではありません。

　例として、IPCCのまとめた世界平均気温上昇量の

予測を図１に示します。いくつかの異なる色の線は

異なる「社会経済シナリオ」に基づく予測を表します。

つまり、予測の前提となる将来の社会経済発展の仮定

が異なれば、予測結果は当然異なります。同じ社会経

済シナリオに基づいた場合でも、気温上昇量の予測結

果には幅があります。このような予測計算は、物理法

則に基づいて気候の変化を計算する「気候モデル」に

よって行われます。世界各国の20程度の研究機関が

それぞれに気候モデルを開発していますが、予測結果

の幅は、異なる気候モデルを用いると異なる結果が得

られることを表しています。このような予測の幅を

「不確実性」とよびます。

 　社会が気候変動の予測情報をうまく利用するため

には、研究者が不確実性を適切に見積もり、解釈する

ことが必要になります。気候の予測に基づいて将来

の水、食料問題などへの影響を見積もる際にも、不確

実性が付いてまわります。また、日本の気候がどうな

るかといった地域的に詳細な予測においては、不確実

性はより大きな問題となります。さらに、社会経済シ

ナリオが気候予測、影響評価やその不確実性に及ぼす

効果も理解する必要があります。

研究プロジェクトの構成

　われわれは、社会が気候変動予測を適切に利用する

ためのこのような課題に取り組むため、2007年に本

研究プロジェクトを開始しました。同時に、IPCCが

2013～2014年に発表する第5次評価報告書に向

けて世界中の研究者が新しい気候予測研究を開始し

ていましたので、その動きに対応することも視野に入

れました。

　なお、ここでは、気候変動予測計算に基づき「温暖化

すると何が起こるか」を示す情報を「気候変動シナリ

オ」とよびます。

　本研究プロジェクトは４つのテーマで構成されます。

　テーマ１「総合的気候変動シナリオの構築と伝達に

関する研究」では、世界各国で開発された複数の気候

モデル（「マルチ気候モデル」や「マルチモデルアンサ

ンブル」とよびます）の結果を用いて、不確実性の評価

を行いつつ、水、食料、生態系、雪氷、健康など、いくつ

かの分野への温暖化の影響を地球規模で評価する研

究を行いました。また、気候変動シナリオに関する研

究者と社会の各層とのコミュニケーションについて

の研究も行いました。

　テーマ２「マルチ気候モデルにおける諸現象の再現

性比較とその将来変化に関する研究」では、複数の気

候モデルの結果を用いて、台風やモンスーンといった

日本の気候に関連する様々な気象・海洋現象が温暖化

によりどう変化するかを調べました。特に、個々の気

候モデルによるこれらの現象の再現性に注目して、

個々のモデルの性能の評価と予測の不確実性の評価

を行いました。

　テーマ３「温暖化予測評価のためのマルチモデルア

ンサンブルとダウンスケーリングの研究」では、計算領

域を日本周辺に限定した「地域気候モデル」や統計的

手法を用いて日本の詳細な予測情報を得る「ダウンス図１：IPCC(2007)のまとめた世界平均気温上昇量の予測
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ケーリング」の研究を行いました。複数の地域気候モ

デルを用いることにより不確実性を評価し、誤差の補

正といった実利用に向けた課題にも取り組みました。

　テーマ４「統合システム解析による空間詳細な排

出・土地利用変化シナリオの開発」では、主にIPCC第

5次評価報告書に向けた新しい気候変動予測研究に

対応して、新しい予測計算で用いられる社会経済シナ

リオの人口、経済活動、各種ガス等の排出量、土地利用

の空間的に詳細な分布を推定する、社会経済シナリオ

の「ダウンスケーリング」の研究を行いました。

　なお、本研究プロジェクトはいくつかの他のプロ

ジェクトと役割分担の関係にあります。特に、最新

の気候変動予測の研究は文部科学省の「21世紀気候

変動予測革新プログラム」により、日本国内の詳細な

影響評価と適応の研究は環境省環境研究総合推進費

S-8「温暖化影響評価・適応政策に関する総合的研究」

等により実施されています。

成果の概要と意義

　テーマ１で行った概念整理49)によれば、社会が気候

変動シナリオを活用する目的は2つに分類できます。

①温暖化の緩和策について、行政が、国際交渉でとる

ポジションや導入する国内政策について判断する

ため。また、産業や市民が、それらを支持するかど

うかを判断したり、自発的に対策をすべきかどうか

を判断したりするため。

②温暖化の適応策について、行政や産業が、具体的に

どのような影響を避けるためにどのような適応策

を行うかを判断するため。

テーマ1 ▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶

　テーマ１では、①の目的のため、水、食料、生態系、健

康、沿岸域、その他の分野への温暖化の影響について、

できる限り包括的で偏りのないように配慮して解説

を試みました。この成果は『地球温暖化はどれくらい

「怖い」か？―温暖化リスクの全体像を探る』（技術評論

社）として出版されます。温暖化の総合的な深刻度の

評価には価値判断を伴うため、この中で具体的に提示

することは避け、その考え方についてのみ論じました。

　また、水文・水資源、海洋・水産、極域・氷床、農業・食

料、陸域生態系、人間健康の分野への温暖化の影響を

評価した結果、不確実性に関する知見や不確実性を考

慮しても妥当と考えられる影響の知見が得られまし

た。たとえば、東アジア・東南アジアでのコメ収量に

対する温暖化の影響は増収から減収まで幅があるこ

とがわかりました。一方、水資源に関して、河川流量

の季節的な偏りが温暖化により大きくなり、利用可能

な水資源が減少する地域が生じるという傾向は不確

実性を考慮しても妥当と結論されました25)。これら

の知見は①の目的のための温暖化影響の包括的な知

見の一部となると同時に、不確実性を考慮したことに

より②の目的の適応策の検討にも役立ちます。ただ

し、ここでの影響評価は地球規模であり、日本国内の

詳細な影響評価は前述のように他課題（S-8）に譲っ

ています。

　このほか、テーマ１では、気候モデルの集合や個々

の気候モデルの性能を評価する新しい手法の開発に

ついても成果が得られました。テーマ１のコミュニ

ケーションに関する成果については後述します。

テーマ2 ▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶

　テーマ２では、日本の気候に影響を与える気象・海

洋現象として、春一番、アジアモンスーン、夏の偏西風

図２：本研究プロジェクトの構成
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と小笠原高気圧、ヤマセ、台風、太平洋10年規模変動、

河川流量、雲の効果、マッデン・ジュリアン振動、赤道

準2年振動などに注目しました。これらの各現象に

ついて、複数の気候モデルのうち個々のモデルがどの

程度よく再現できるかという性能評価を行いました。

各現象をよく再現できるモデルの結果に基づき、温暖

化の進行に伴う各現象の将来の変化に関する知見が

得られました。たとえば、台風の再現性のよい気候モ

デルの結果によれば、温暖化が進行すると台風の発生

域は東に移動すると予測されることがわかりました。

また、東北地方に冷害をもたらすヤマセの再現性のよ

い気候モデルの結果によれば、温暖化が進行すると8

月にヤマセの発生が増加すると予測されることがわ

かりました。これらの成果をリーフレットにまとめ

たものを、『暑いだけじゃない地球温暖化―世界の気

候モデルから読む日本の将来』として発表しました。

（http://www.ccsr.u-tokyo.ac.jp/jhtml/jbook/

AORI_S52_web.pdfより取得できます）

　テーマ２の成果は、上述の①の目的のための包括的

な知見の一部となると同時に、②の目的の適応策検討

の際に、日本域の気候変動シナリオの信頼性を気象学

的メカニズムの面から検討するためにも役立ちます。

テーマ２では、このほか、個々の気候モデルのアジア

域での総合的な性能を評価する指標の開発について

も成果が得られました。

テーマ3 ▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶

　テーマ３では、格子間隔100㎞程度の地球規模の

気候モデルによる計算結果を基にして、3つの異なる

地域気候モデルを用いてダウンスケーリングを行い、

格子間隔20㎞の日本周辺域の気候変動予測データ

セットを作成しました。複数の地域気候モデルを系

統的に用いて地域的な気候変動シナリオの不確実性

を評価することは日本では初めての試みであり、上述

の②の目的の適応策検討のための基礎データとして

役立つことが期待できます。ただし、今回の成果は地

球規模の気候モデルについては単一の結果（日本で開

発されたMIROCモデル）に基づいているため、地球規

模の予測の不確実性を考慮できていない点に注意が

必要です。そこで、このデータセットの応用にあたっ

ては、用いた気候モデル（MIROC）の日本周辺域にお

ける性能や複数モデルの不確実性の中における位置

をテーマ２の結果に基づいて把握しておくことが役

立ちます。

　また、地域気候モデルが現在の気候を再現した際の

観測データに対する系統的な誤差を把握し、温暖化が

進んだ将来の気候においても同様の傾向で誤差が生

じると仮定することにより、誤差を補正する手法を開

発しました。特に、農業影響評価については日射量の

補正が、水資源影響評価については日降水強度の補正

が有効であることが示されました。

　さらに、日本の都市域について格子間隔2～4㎞程

度の都市気候モデルを用いたダウンスケーリングを

行いました。テーマ４で作成された都市への集中度

が極端に異なる３つの土地利用変化シナリオを用い

てその効果を調べたところ、都市化の違いによって8

月の平均気温に0.5℃程度の違いが生じることが示

されました。テーマ３では、このほか、地球規模と地

域規模の気候モデルの結果を双方向に参照する手法

の開発についても成果が得られました。

テーマ4 ▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶

　テーマ４では、IPCC第5次評価報告書に向けて国

際的に進められている研究動向に対応する形で、日本

の「アジア太平洋統合評価モデル」（AIM）により作成

された社会経済シナリオのダウンスケーリングを行

いました。統合評価モデルは世界を十数地域に分け

てエネルギー利用や経済活動を計算するもので、簡易

な気候モデルと炭素循環モデルを備えています。そ

の結果に基づき、人口、経済活動、各種ガス等の排出

量、土地利用を格子間隔0.5°（50㎞程度）の地理的な

分布に割り付けたシナリオを作成しました。この成

果は、現在、世界中の研究グループが標準的に用いる

4つのシナリオのうちの1つ（RCP6.0とよばれます）

として、新しい気候変動予測計算の前提条件に用いら

れています。

　また、土地利用変化起源のCO2排出量の見積もりに

ついて、統合評価モデルで計算された値と、テーマ４

の空間的に詳細な生態系モデルで計算された値の間

で大きな差（21世紀中の積算値で60PgC程度）があ
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ることが示されました。たとえば、大気中温室効果ガ

ス濃度安定化に必要な排出削減量は主に統合評価モ

デルにより見積もられてきていますので、政策的に重

要なこのような見積もりに、これまで十分に注意され

てこなかった不確実性があることが示唆されます。

　さらに、テーマ４では、都市経済モデルを用いて東

京都市圏の詳細な土地利用変化シナリオを開発し、

テーマ３の都市気候研究に提供したほか、アジアの都

市圏に関するデータの収集・分析も行いました。

コミュニケーション（テーマ１） ▶▶▶▶▶▶▶▶

　最後に、テーマ１のコミュニケーション研究では、

様々な伝達ルートを通じた研究者と社会の間のコ

ミュニケーションについて検討しました。

　市民への調査の結果44), 45)、環境問題に関する主な

情報源はテレビ、新聞などのマスメディアであり、マ

スメディアがどう伝えるかにより、人々の認識が変化

していることが確認されました28)。そこで、研究者と

メディア関係者の間の定期的な意見交換会を行うこ

とで、研究者とメディア関係者の間での考え方の違い

などを把握しました51)。

　また、環境教育やロールプレイングなどの普及啓発

手法についての実験を行いました47), 48), 53), 60)。これ

らの手法は、気候変動問題の有効なコミュニケーショ

ン手段となり得ると考えられますが、そのためには適

切な題材の選択や、継続的な啓発、誤認を修正するた

めの研究者によるサポートなどが求められることが

わかりました。これらの成果は、上述の目的①に関す

る今後のコミュニケーションの参考になることが期

待できます。

　さらに、気候変動シナリオに対する企業のニーズに

ついて、研究者と企業担当者による検討会を開いて検

討しました。研究者からの直接的な成果の伝達に対

しては強い関心を有する企業がある一方で、それらの

情報を企業の戦略に利用していくためには、研究の対

象期間や不確実性などにおいていくつかの課題があ

ることがわかりました。この成果は、目的②に関する

今後のコミュニケーションの参考になることが期待

できます。

今後必要な研究

　本研究プロジェクトの成果を踏まえ、今後必要と考

えられる研究に以下のものがあげられます。

気候変動リスクの全体像のさらなる包括的把握▶▶

　テーマ１の影響評価研究を発展させるとともに既

存知見のサーベイを行い、目的①のための温暖化問題

の総合的な深刻度の判断に必要な全体像の把握を進

める研究です。特に、低確率大被害のリスクを考慮に

入れる必要から、地球物理学的な臨界現象（ティッピ

ング要素とよばれる）や極端現象の変化傾向の把握が

重要となります。

確率的気候変動予測・影響評価の研究▶▶▶▶▶▶

　テーマ１、２、３の不確実性評価や文部科学省「革新

プログラム」の研究を融合・発展させ、特に目的②のた

めに、予測の不確実性を定量的な確率分布で表現する

ことを目指す研究です。マルチ気候モデルアンサン

ブルの結果に基づく統計的な手法が中心になると期

待されますが、テーマ２で行ったような気象学的なメ

カニズムの考察により予測結果の妥当性を検討する

ことも重要となります。

気候変動統合シナリオの研究▶▶▶▶▶▶▶▶▶

　テーマ４の研究と統合評価モデル研究の関係をさ

らに発展させ、社会経済、気候、土地利用、生態系等の

相互作用を考慮した統合的なシナリオの検討を行う

研究です。テーマ４のような社会経済シナリオのダ

ウンスケーリングの結果（人口、経済活動等）をテーマ

１のような影響評価で用いることや、テーマ４のよう

な詳細なモデルによる炭素循環の計算を考慮して統

合評価モデルを再計算することなどを含みます。目

的①と②の両方に関係します。IPCC第5次評価報告

書あるいはそれ以降に向けた国際的な研究の大きな

流れです。

気候変動リスクコミュニケーション研究▶▶▶▶▶

　テーマ１のコミュニケーション研究を発展させ、気

候変動リスクに関する利害関係者間の意思疎通（リス

クコミュニケーション）としての方法論を検討し実践

する研究です。地球規模の視点に立てば目的①、地域

の視点に立てば目的②に関係します。
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地球温暖化に係る政策支援と普及啓発のための気候変動シナリオに関する総合的研究

用語解説

■ 気候変動予測（地球温暖化予測）
　将来の気候を予測するためには、まず将来の世界の

社会経済状態がどう変化していくかを仮定します（社

会経済シナリオ）。それに基づいて、将来の社会から

排出される温室効果ガスやその他の物質の排出量の

将来の変化を見積もり、さらに、それらの物質の大気

中濃度の将来の変化を見積もります。その結果に基

づき、気候モデルを用いて将来の気候の変化を予測し

ます。

■ 社会経済シナリオ（SRESシナリオ）
　将来の社会の発展についての仮定を置き、世界各地

域の人口、経済活動、技術、土地利用などの将来の変化

を描いたものです。

　本プロジェクトで主に用いられている社会経済シ

ナリオは、IPCCが2000年に発表した「排出シナリ

オに関する特別報告書」（SRES）のシナリオです。将

来の世界が経済を重視するか（A）環境との調和を重

視するか（B）、グローバル化が進むか（1）地域主義が

進むか（2）といった軸によって異なる将来が描き分

けられています。経済重視でグローバル化が進む場

合のみ、将来の主要なエネルギー技術が化石燃料か

（A1FI）、新技術か（A1T）、両者のバランスか（A1B）

によってさらに3つに分かれます。

■ 気候モデル
　気候モデルは、地球の気候を決めている物理法則を

表す数式の集まりです。大気、海洋、氷や陸面のそれ

ぞれの状態を予測する数式の集まり（モデル）からな

り、コンピュータを使ってこれを計算します。たとえ

ば大気モデルは地球全体の大気を水平方向に約100

㎞×100㎞、高さ方向に約1㎞のサイコロ状の格子に

分け（図1）、それぞれの格子での風、気温、気圧、湿度

などのある時点の状態から約10分後の状態を計算す

るという作業を繰り返して将来を予測します。

　ひとつの例として、風の変化を表す数式は、よく知

られた「ニュートンの運動の法則」に基づきます。し

かし、地球の気候においては、雲や雨など、100㎞毎

の格子の値では正確に表わせないミクロな現象が存

在し、その集合的な効果が大規模な気候を変化させま

す。そのような効果は半理論的・半経験的な数式で表

現されてモデルに組み込まれています。それらの表

現の仕方がモデルにより様々に異なるため、モデルが

現在の気候を再現する性能や、モデルによって予測さ

れる将来の気候は、少しずつ異なります。

■ マルチモデルアンサンブル
  （CMIP3アンサンブル）
　世界各国の研究機関がそれぞれに開発した気候モ

デルの計算結果を集めたものです。個々のモデルに

は誤差があるので、それらを相互比較したり平均な

どの統計的な分析をしたりできることに意義があり

ます。

　本プロジェクトで用いられているマルチモデルア

ンサンブルは、「第3次結合モデル相互比較プロジェ

クト」（CMIP3）により集められたもので、20以上の

気候モデルの結果からなります。2007年のIPCC第

4次評価報告書に用いられました。

■ ダウンスケーリング
　粗い空間分布で表されたデータを基に、地形などの

地域特性を考慮して細かい空間分布のデータを作成

することです。

　本プロジェクトでは、100㎞の格子で地球全体を

計算する気候モデルの結果を基に、日本周辺域のみを

計算する20㎞格子の「地域気候モデル」、大都市圏を

表現可能な数㎞格子の「都市気候モデル」による「力学

的ダウンスケーリング」のほか、統計的な関係式を用

いた「統計的ダウンスケーリング」も用いています。

　社会経済シナリオの人口や土地利用についても、地

理情報等を用いてダウンスケーリングしています。
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研究参画機関
■ 研究課題名：環境研究総合推進費S－5 地球温暖化に係る政策支援と普及啓発のための気候変動シナリオに関する総合的研究
■ 研究代表者：住　明正（東京大学サステイナビリティ学連携研究機構）			 
			 

　総合的気候変動シナリオの構築と伝達に関する研究
№ サブテーマ名 参画機関名

01 総合的な確率的気候変動シナリオおよび影響シナリオの構築 （独）国立環境研究所

02 マルチ気候モデル解析による近未来気候変動の確率的予測 （独）海洋研究開発機構

03 気候変動シナリオに基づく水文・水資源の未来像の描出 東京大学生産技術研究所

04 気候変動シナリオに基づく海洋環境・水産業の未来像の描出 北海道大学

05 気候変動シナリオに基づく雪氷圏・海面水準の未来像の描出 東京大学大気海洋研究所

06 気候変動シナリオに基づく農業・食料の未来像の描出 （独）農業環境技術研究所

07 気候変動シナリオの一般社会への情報伝達に関する研究 東京大学サステイナビリ
ティ学連携研究機構

08 気候変動シナリオの企業ニーズおよび民間市場へのインパクトに関する研究 ㈱野村総合研究所

09 温暖化理解における「実感」に関する概念整理と評価手法の開発に関する研究 神奈川大学

10 意欲を高めることを重視した参加・体験型コミュニケーションに関する実証的研究 神奈川大学

11 共感を得ることを重視したロールプレイング型コミュニケーションに関する実証的研究 東邦大学

12 分かりやすさを重視したマスメディア利用型コミュニケーションに関する実証的研究 （独）国立環境研究所

　マルチ気候モデルにおける諸現象の再現性比較とその将来変化に関する研究
01 熱帯亜熱帯域における雲降水現象の再現性とその将来変化に関する研究 東京大学大気海洋研究所

02 中緯度・亜熱帯循環系の季節・経年変動の再現性とその将来変化に関する研究 東京大学先端科学技術
センター

03 季節予測に係わる短期気候変動の再現性とその将来変化 気象庁気象研究所

04 中緯度大気海洋系10年スケール変動の再現性とその将来変化に関する研究 北海道大学

05 アジアモンスーンのモデル再現性と温暖化時の変化予測に関する研究 筑波大学

06 熱帯大気海洋相互作用現象の再現性とその将来変化に関する研究 （独）海洋研究開発機構

07 季節性気象現象とその放射フィードバックの再現性とその将来変化に関する研究 （独）海洋研究開発機構

08 衛星等による全球雲放射と降水観測に基づく気候モデル再現性とその将来変化 名古屋大学

09 CMIP3マルチモデルを用いた将来気候における季節進行の変化予測 気象庁

10 河川流域の水文循環の再現性とその将来変化に関する研究 京都大学防災研究所

　温暖化予測評価のためのマルチモデルアンサンブルとダウンスケーリングの研究
01 複数の20㎞モデルからのマルチモデルアンサンブル手法による20㎞スケール気候シナ

リオの作成
気象庁気象研究所

02 複数の20㎞地域気候モデルの実行による力学的ダウンスケーリングの研究 （独）防災科学技術研究所

03 空間詳細な地域気候変動シナリオ作成のための都市効果の評価 筑波大学

04 20㎞地域気候モデルのバイアス特定と水資源評価のための統計的ダウンスケーリング 京都大学防災研究所

05 力学的手法と統計的手法を併用した農作物影響評価のためのダウンスケーリングの研究 （独）農業環境技術研究所

06 水災害影響評価モデルのための統計的ダウンスケーリング手法の開発 東京工業大学

07 双方向ネストモデルを用いた力学的ダウンスケーリングの研究 北海道大学

　統合システム解析による空間詳細な排出・土地利用変化シナリオの開発
01 社会経済シナリオのダウンスケール手法と土地利用変化シナリオの開発 （独）国立環境研究所

02 温室効果ガスとエアロゾル等の排出の空間分布の推定 （独）国立環境研究所

03 空間詳細シナリオの検証と国際研究ネットワークの構築 （独）国立環境研究所

04 気候変動シナリオの解析による空間詳細シナリオの整合性評価 （独）海洋研究開発機構

2

3

4

1
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はじめに

　本テーマでは、社会が地球温暖化に対処するために

科学的な予測情報を有効に活用すべきという立場に

立ち、以下のような問題意識から出発しました。

▶地球温暖化とは実際のところどの程度深刻な問題

で、どの種類の影響が特に深刻なのか

▶コンピュータシミュレーションによる気候、影響の

予測をどの程度信じてよいのか

　この問に答えるため、将来予測に用いられる気候モ

デルの信頼性を評価し、それを踏まえた温暖化影響の

予測研究を実施するとともに、概念的な検討を行いま

した。

地球温暖化予測の目的

　社会が温暖化予測を活用する目的は大きく2つに

分けて考えることができます49）（図１）。

1. 温暖化の緩和策について、行政が、国際交渉でとる

ポジションや導入する国内政策について判断する

ため。また、産業や市民が、それらを支持するかど

うかを判断したり、自発的に対策をすべきかどう

かを判断したりするため。

2. 温暖化の適応策について、行政や産業が、具体的に

どのような影響を避けるためにどのような適応策

を行うかを判断するため。

  

　1の目的のためには、できる限り包括的で偏りのな

い温暖化影響の「全体像」が提示される必要がありま

す。仮に一部の影響にのみ注目すると、温暖化の深刻

度の判断が偏り、緩和策の目標設定を誤る恐れがある

ためです。一方、2の目的のためには、地域毎、分野毎

の影響ができる限り個別具体的に、かつ定量的に提示

される必要があります。

地球温暖化影響の「全体像」

　1の目的のためには、独自の影響予測研究のみでは

包括性が不十分であるため、むしろレビュー的な解説

を行うべきと判断しました。その上で、温暖化影響の

全体像を偏らずに描出するために注意すべき観点と

して以下の項目を選定しました。

1. 影響予測の定量的な不確実性

2. 気候変化以外の要因の寄与

3. 好影響と悪影響

4. 直接影響と間接影響

5. 適応の効果、適応導入の難易度

6. フィードバック、高次影響

7. サプライズの可能性とインパクト

8. 価値判断に依存する部分

　これらの観点を踏まえ、水、食料、生態系、健康、沿岸

域、その他の分野の影響について解説を試みたものが

「地球温暖化はどれくらい「怖い」か？　－温暖化リス

クの全体像を探る－」（技術評論社）として出版されま

す。そこでの検討の結果、地球温暖化が全体としてど

の程度深刻であり、どの種類の影響が特に深刻である

かについての解答を出すことは見送りました。深刻

な影響が予測されているとしても、不確実性が大きい

こと、深刻化するのが遠い将来であるかもしれないこ

となどから、そのような解答は社会の価値判断に大き

く依存するためです。代わりに、社会がその判断を行

うための考え方について、同書で論じました。

テーマリーダー：（独）国立環境研究所　江  守　正  多

THEME

1

図１：地球温暖化予測の目的
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不確実性を考慮した個別分野の影響評価

　2の目的のためには、地域毎・分野毎の影響の定量

的予測が必要ですが、適応策検討を支援する科学的根

拠たりうるためには、その予測の不確実性についても

同時に定量的に示し伝達することが求められます。

温暖化影響予測の不確実性の原因としては、社会・経

済状況や温室効果ガス排出の将来見通し、気候変化予

測手法に関わる不確実性（気候モデルの定式化やパラ

メータ、自然の内部変動性）、気候シナリオ作成手法

（気候変化予測を影響予測に用いるための予備処理）

に関わる不確実性、影響評価手法に関わる不確実性

（影響モデルの定式化やパラメータ）などがあげられ

ます。それらすべてを考慮して不確実性を評価する

ことが理想的ですが、計算機資源やデータの入手性な

どの制約を考慮し、本テーマでは温室効果ガス排出の

将来見通しと気候モデルの不確実性に特に注目して、

6分野（水文・水資源、海洋・水産、極域・氷床、農業・食

料、陸域生態系、人間健康）の影響評価を行いました。

具体的には、IPCC第4次評価報告書において評価対

象となった約20の全球気候モデルによる気候予測情

報を網羅的に用いて、その各々を前提として個別分野

の影響評価を行い、不確実性の幅を把握しました。ど

の分野でも、気候モデルの違いによる影響予測の差異

を無視できないことが示されました（サブテーマ成果

ページ28，30〜33参照)が、その不確実性幅を考慮

しても概ねいえる定性的傾向・政策的含意を図2・表1

にまとめました。

　本研究では各分野とも社会的な重要性の高い影響

評価項目を選び定量的評価を行いましたが、その包括

性は依然不足しています。特に、海洋大循環停止や永

久凍土融解によるメタン放出といった地球システム

の大規模変化とその影響については扱っておらず、今

後の課題といえます。また不確実性の要素のうち、気

候以外の因子の将来変化や影響評価手法自体の不確

実性の定量的評価にも今後取り組む必要があります。

図２：本テーマで予測された分野別の地球温暖化影響
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表１：本テーマで予測された分野別の気候変化影響

予想される影響

水文・水資源 気候変動の影響で世界平均では利用可能な水資源である年流量が増加する。しかし、地域的
には、現在水資源が比較的多い地域で増加し、少ない地域で減少する傾向が懸念される。さ
らに、日流量に基づいて分析すると、流量の多い時期に増加し、流量の少ない時期には減少す
る傾向が見られ、実質的に利用可能な水資源量は減少すると見込まれる25）。その結果、例え
ば水力発電では従来通りの運用では発電量を維持することが困難となる可能性がある。一
方で、世界各地における平均的な年水需給バランスの悪化に対しては、気候変動に加えて人
口増加や経済発展に伴う水利用量の増大といった社会変動の影響が大きい。

海 洋・水 産 複数の将来予測モデルで得られた今世紀の海水温の予測結果と、海洋生物の分布や健康度を
表す簡易指標を使った分析の結果、日本近海の温帯域ではサンゴや藻場、漁業対象種の生息
域が高緯度側に移行（北上）する可能性が示された39), 64)。一方、南西諸島など亜熱帯域では
高水温の出現が生物へのストレスとなり、サンゴの白化に代表されるように、生物の健康度
が損なわれることが懸念される。このような生態系の変化により、水産業や観光業をはじめ
とする沿岸域の地場産業の適応が余儀なくされる可能性があり、対策が求められる。

極 域・氷 床 複数の気候シナリオを利用した、氷床力学を考慮しない場合の氷床の表面質量収支の予測お
よびその評価によると、グリーンランド氷床は融解量の増加により海面上昇に寄与し、南極
氷床は降雪量の増加により海面低下に寄与する。そして、グリーンランド氷床の融解量増加
の大きさは、気候モデルの全球平均の地上気温変化量の大小、現在と将来の海氷分布、海洋循
環の変化などに依存することが示唆された40)。

農 業・食 料 複数の気候シナリオを用いた東アジア、東南アジアのコメの予測収量は、気候モデル間で異
なり、CO2濃度の上昇による光合成促進効果を考慮しても、減収が予測される地域・気候モデ
ルがあった。温度上昇が大きい気候モデルでは、減収も大きいものと予測されたが、これに
は高温の影響だけでなく日射条件の変化も複合的に関与することがわかった。今後も世界
の穀物需要は大きく増加することから、CO2濃度上昇・温度上昇・水資源変動下での生産性の
向上を継続的に行う必要がある。

陸域生態系 気候変動に伴う温度上昇や乾燥化は、陸域生態系における火災の頻度や強度（リスク）を増加
させる可能性が高い215)。特に、気候の変動性の拡大によって深刻な干ばつが頻発するよう
になれば、大規模な火災とともに植物が広域的に枯死し、生態系の構造に大きな変化が生じ
る。一方、モンスーンアジアでは降水増加による土壌流出のおそれがあるなど、地域的に変
化の方向や規模は大きく異なる。

人 間 健 康 日最高気温が至適気温を超える日数が増加することを受け、全球のどの地域においても熱ス
トレス死亡リスクの増大が見込まれる。このリスク増加は、新たな環境に適応することで概
ね抑制できると予想されるが、そのためには早期警報やエアコンの適切な使用といった具体
的な適応策について検討・実施が必要になることを意味する。
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予測の信頼性の評価

　本テーマの影響予測研究においては、不確実性の幅

を評価するために複数の気候モデルの結果を並列に

用いましたが、この方法論はさらに発展させる必要が

あります。気候モデル全体としてどの程度の信頼性

があるか、結果がばらついた際にどの結果がより信頼

性が高いか、といった問いに答える必要があるためで

す。そこで、前述の影響予測研究と並行して、気候モ

デルによる気候予測の信頼性を評価する研究を行い

ました。

　温暖化予測の信頼性を評価する際の最大のポイン

トは、予測結果を繰り返し検証することが不可能であ

ることです（これに対して、例えば日々の天気予報は

予測結果を毎日検証することができます）。信頼性評

価にあたっては、この点をどう克服するかが鍵となり

ます。

気候モデル全体の信頼性

　IPCC第4次評価報告書などで論じられているよう

に、気候モデルが基本的な物理法則に基づいている

こと、現在や過去の気候の分布や様々な変動の様子

を概ねよく再現できることなどから、気候モデルの

基本的な信頼性が担保されています。本研究では、

1988年にNASAのJames Hansenにより行われ

た将来予測を現在までに観測された気温データを用

いて統計学的に再評価することにより、気候モデル

の将来予測能力に関する信頼性を補強する知見を得

ました12）。

より信頼性の高い予測をどう選ぶか

　複数の気候モデルの集合の中で予測結果がばらつ

いた際に、より信頼性の高い予測を選ぶという問題に

ついても、新しい手法を開発しました。一般に、過去

や現在のシミュレーションのみが観測データにより

検証可能であり、将来のシミュレーションは直接的に

検証することができません。そこで、気候モデルの集

合を用いて、過去や現在のシミュレーション結果と将

来のシミュレーション結果の間に統計的な相関関係

（現在の気候を再現した際に○○の誤差を持つモデル

は、将来予測をした際に××の結果になりやすい、な

ど）を見出すことを考えます。これが見出されれば、

将来のシミュレーションの注目する側面と最も相関

の高い側面において過去・現在のシミュレーションを

観測データで検証することにより、将来予測を間接的

に検証することができ、より信頼性の高い予測を選ぶ

ことができます。

　我々は、このような相関関係を統計学的に抽出する

手法を考案し、南米の水資源の将来予測の問題に適用

しました34)。その結果、複数のモデルによる予測を単

純平均すると南米全体で水資源の増加が予測される

のに対して、我々の手法が示唆する信頼性の高い予測

では南米の北東部で水資源が顕著に減少するという

結果になりました（図3）。

　この手法は今回の影響予測研究に部分的にしか反

映させることができませんでしたが、今後の研究に役

立つものと考えます。また、この手法をさらに発展さ

せて予測の不確実性を確率分布で表現することは今

後の課題です。

本プロジェクト全体での不確実性の扱いについて

　本プロジェクトのテーマ２では、ある現象がうまく

再現できるモデルはその現象についての将来予測が

より信頼できると仮定しています。これは妥当性が

高い仮定と考えられますが、十分に検証できていない

部分もあります。また、テーマ３では計算機資源の制

約によりモデルの不確実性を部分的にしか評価でき

ていません。このような不確実性の扱いを高度なも

のに統一していくことは対策・政策の検討を支援する

科学的知見として機能するための今後の課題です。

図３：不確実性を考慮した影響評価の例（南米の年平均
流出量変化予測；21世紀末－現在）a. 複数モデ
ルの単純平均 b. 観測による制約を考慮した最良
予測
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はじめに

　テーマ1のコミュニケーション研究グループにお

ける問題意識は、「どのようにしたら気候変動の科学

的知見を分かりやすくかつ正確に市民に伝えられる

のか」ということです。このための第一歩として、市

民は気候変動の科学的知見をどのように理解し、その

リスクをどのように認識しているのかを知ることが

重要です。

　気候変動の科学的知見が専門家から市民や企業に

伝達されるルートとしては主として、①新聞やテレビ

などのマスメディアを通じたルート、②行政やNPO、

学校などのパブリックメディアを通じたルート、③講

演会などの直接的なルートがあります。これらのう

ち①と②はメディアを通じた間接的な手法であり、③

はメディアを介さない直接的な手法です。これらの

手法は、正確に伝えるという点においては後者のルー

トほど有効だと考えられる一方で、分かりやすさとい

う点においては、前者のルートほど効果的であると考

えられます。さらに、一般的に前者のルートほどよ

り広範囲で多数の市民や企業に対してコミュニケー

ションを行うことが可能です。

　このように、気候変動問題の伝達ルートの間には、

科学的知見の伝達において重要な分かりやすさと正

確さという点において重大なトレードオフの関係が

あると考えられます。そこで、研究グループではこれ

ら3つのルートのそれぞれにおいて、気候変動の科学

的知見をはじめとする情報が一般の市民や企業にど

のように理解され、そのリスクがどの程度のものとし

て認識されているのかを調べてみました。

マスメディアを通じた伝達ルート

⑴マスメディアから市民への伝達

　テレビや新聞、ラジオ、雑誌など、マスメディアから

の情報は、地球温暖化について人々に広くコミュニ

ケーションする上でも重要な手段です。

　本研究グループが2011年7月に全国の20才以上

の男女を（成人全国民の代表性を確保した形で抽出し

て）調査した結果44），45）、やはりテレビと新聞が環境

問題についての主な情報源であることがわかりまし

た。その環境問題についての情報の中に地球温暖化

も含まれています。ただし、若い世代では新聞は他の

年代に比べて情報源とする人の割合が低く、逆にイン

ターネット（SNSやニュースサイト）が好まれていま

す。この調査ではインターネットが新聞を逆転する

結果になっています。

　世界各国でも同様にテレビ・新聞などのいわゆる

「マスメディア」は、温暖化についての情報源という意

味で、とても重要な役割を果たしています。

　この役割は簡単にいうと、メディアが伝えないこ

とは、「なかったことと同じ」になり、メディアがどう

伝えるか（肯定的、否定的、好意的、懐疑的など）により

人々の認識や態度が異なってくるということです。図

2は、世論調査での「世界で最も重要な問題」で環境問

題に関する回答率とメディアの報道量をくらべたも

のですが、ピークが重なっていることがわかります。

　つまり、気候変動問題についてのメディアの報道が

増えると、人々の関心も高まるのです(環境問題という

テーマサブリーダー：神奈川大学　松  本　安  生

THEME

1

図１：気候変動の科学的知見に関する伝達ルート 図２：環境問題に対する関心とメディア報道量の推移

総合的気候変動シナリオの構築と
伝達に関する研究
コミュニケーショングループ
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回答の半分程度は「温暖化」「気候変動」という回答で

す)。これは統計的にも有意な関連であることが本研

究プロジェクトで確かめられています28）。

⑵研究者からマスメディアへの伝達

①温暖化リスクメディアフォーラム

　市民の重要な情報ソースであるメディア関係者と

の４回の対話会合（温暖化リスクメディアフォーラ

ム）を行い、メディア関係者と研究者との認識の違い

について把握を行いました51）。このフォーラムは毎

回、温暖化に関する特定のテーマについての講演と

ディスカッションで構成されており、メディア関係者

と研究者双方を交えて、双方が納得する報道について

意見交換を行いました。実施した４回のフォーラム

では、温暖化リスクの全体像、気温上昇ターゲット「＋

２℃」、温暖化予測計算、温暖化影響予測をテーマに選

び、活発な議論が展開されました。

　この結果、研究者が不確実性の情報を伝達に重要な

要素と考える一方で、メディアは起こり得る危険を注

意喚起する報道を重要と考えることなど、メディアと

研究者の報道に対する基準の違いが見られました。

②模擬記者会見

　次に、ジャーナリズム専攻の学生が温暖化研究の記

者会見を元に執筆した記事への評価を通じ、記者と研

究者の温暖化研究報道への認識がどのように違うの

かを探りました。

　会見の題材となった研究は、温暖化影響の解析と解

析手法の開発の２つの側面を持っていましたが、科学

研究としては後者が重要なものの、記者には前者だけ

が注目されるなど、研究者と記者の視点に違いが見ら

れました。これらの事例は、科学研究の記者発表では、

研究としての意義だけでなく、一般読者への意義の考

慮も必要であることを示していると考えられます。

学校・ＮＰＯ等の普及啓発による伝達

　本研究グループでは、気候変動問題の普及啓発手法

として一般的な環境教育型のコミュニケーションと、

新たに試みられているロールプレイング型のコミュ

ニケーションを事例に、その効果と課題を検証しまし

た。ここで、ロールプレイングとは、自分とは異なる立

場の他者を「演じる」ことで、自らの価値観、責任などを

客観的に考える手法のことであり、近年、心理療法な

どにも広く用いられるようになってきた手法です。

⑴環境教育型コミュニケーションの効果

　環境教育型コミュニケーションの事例として都内

の「ストップおんだん館」における一般市民向けのプ

ログラムを対象に、プログラムの参加前、参加後の2

つの時点において参加者へのアンケート調査を行い、

参加者の認識が実際にどのように変化するのかを調

べました60）。

　このプログラムが主として想定する家庭での温暖

化対策において取り組みの中心となる30～40代の

既婚者女性120名（有効回答111名）を被験者とし

て調査を行った結果、まず、地球温暖化の将来予測と

して参加者が回答した2050年の世界平均気温の予

想上昇幅(平均値）は、参加前の4.55℃が、参加後に

2.94℃と統計的に有意に低くなっています。また、

回答分布も参加前は予測上昇幅が4～5℃の回答が比

較的多かったのに対して、参加後には予測上昇幅が0

～3℃までの回答が多くなっています。つまり、参加

者の認識は、IPCCなどで予測されている1～3℃程度

という科学的知見により近いかたちに修正されてい

ます。

　一方、家庭における温暖化対策への取り組みでは、参

加前よりも参加直後の取り組み意欲が統計的に有意に

高くなっていますが、「商品購入時の環境配慮」などで

は、直後の取り組み意欲よりも参加後の実際の取り組

み状況が統計的に有意に低くなっています（図4）。

 

図３：温暖化リスクメディアフォーラムの様子

図４：一般市民向けプログラムにおける参加者の行動
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　このように今回の事例では参加者の省エネ型の取

り組みを高める効果がある一方で、手間や費用がかか

るグリーンコンシューマ型の取り組みについては、取

り組み意欲が高まったものの、その高い意欲を維持し

て実践していくことまでは難しいと考えられます。

　次に、本研究プロジェクトの直接的な研究成果を一

般市民に普及啓発する社会実験を行い、コミュニケー

ターとなる講師（気象キャスター）と研究者との間の

伝達における課題について検証を行いました（図5）。

　この社会実験で題材としたのは、梅雨や台風などの

極端現象に関する気候モデルによる予測結果です。

具体的には研究者が作成した一般市民向けパンフレッ

トをもとに講師が講義内容を作成し、実際の環境イベ

ントでの温暖化出前講義のなかでその成果を伝達する

ことを試みました。これらの社会実験の終了後に、講

師および研究者の両者に対して、研究成果を伝える際

の重点や難しさについてアンケートを行いました。

　この結果、講師からは梅雨や水資源などではその影

響が理解しやすい一方で、台風の場合には研究成果で

ある発生域の変化だけでは、身近な暮らしへの影響が

見えにくいなどの意見が出されましたが、研究者から

は今回の研究成果からは身近な暮らしへの影響までを

予測することが難しいといった課題が示されました。

⑵ロールプレイング型コミュニケーションの効果

　中学・高校の演劇部生徒に「地球温暖化」を題材とし

た演劇を演じてもらい、そのプロセスにおいてどのよ

うな効果があるのかを調べました47），48）。

　演劇づくりのプロセスにおいては、本研究グループ

の気候変動研究の専門家と演劇部顧問教諭の協力を

得て、テーマ設定や台本の大きな流れを決定しました。

演劇部生徒は、これらを踏まえ、地球温暖化に関する学

習を個々に行い、場面設定やセリフづくりなどを行な

いました。そして、公演の準備開始時と公演直後、さら

に公演終了一ヶ月後に「コンセプトマップ」を用いて、

地球温暖化と関わりのあるキーワードを挙げてもら

い、その分析を行ないました53）。

　これらの実験と調査分析から、生徒の挙げるキー

ワードの質・量ともに、演劇づくりのプロセスだけでな

く、終了後も増加していったことわかります。特に、公

演直後から公演終了後一ヶ月の間に、温暖化対策に関

する興味が沸き、独自に情報収集をしたことが伺える

結果となりました（図6）。

　しかし一方で、元々持っていた気候変動に関する

誤った認識については、修正は困難であり、結局最後ま

で修正されなかった生徒も多くみられました。

　これらのことから、ロールプレイングを用いた多様

な立場や価値観理解を進めることは、気候変動問題の

有効な伝達手段と成り得ますが、そのためには、専門家

によるサポートが重要であるといえます。

　次に専門家に対する取材を基調とした「温暖化情報

提供のためのショートフィルム制作」を、映像制作者に

依頼し、その制作プロセスにおける映像制作者の気づ

きの効果と、完成したショートフィルムに対する視聴

者評価を行ないました。

　この結果、映像制作者は制作のプロセスを通じ、地球

温暖化に関する情報伝達において、１）わかりやすく伝

えることと正確に伝えることの両立の難しさ、２）発信

者のメッセージを受け取ってもらうだけでなく、受信

者が自ら考えるきっかけをあたえることの重要性、な

どの点を自らの気づきとして挙げていました。

図５：環境イベントにおける温暖化出前講義の様子
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研究者からの直接的な伝達

　気候変動に関する科学的知見をマスメディアなど

を通じてではなく、講演会や研究会などの場を通じ

て、市民や企業に直接的に伝達することは、より正確

な伝達が求められる場面では有効だと考えられます。

　そこで、本研究グループでは企業に焦点を当て、気

候変動の予測シナリオをはじめとする将来予測情報

に対する企業ニーズや企業が適応策を検討・実践する

上での課題について研究を行いました。

　まず、企業にとっての環境活動とは主に温室効果ガ

スの排出量削減のための取り組みである削減策を意

味し、地球温暖化の進行に起因する気候変動に対応し

ていくための取り組みである適応策を実施している

企業はほとんどないことが分かりました。この主な

理由としては、そもそも企業は研究者が発する気候変

動の将来予測情報に触れる機会が少なく、温暖化が進

行しているという実感を十分に有していない場合が

多いという点が考えられます。さらに、気候変動の将

来予測情報等に触れる機会があり、地球温暖化に対す

る一定の危機感を有する企業であっても、予測情報を

もとにした適応策の検討・実践に際しては、下表に示

す主に4つの課題（障壁）があり、企業において十分に

情報が利用されていないことが分かりました。

　これらの問題を解決していくためには、企業と研究

者による一層のコミュニケーションの促進とともに研

究成果に対する行政等の積極的な関与が望まれます。

　また扱う製品やサービスの特性から、現状において

も適応策の検討・実践に強い関心を有する業界・企業

もあることがこの研究を通して分かりました。今後、

企業による気候変動予測情報の利用を広め、適応策の

検討・実践を促進していくためには、その第一歩とし

て、そのような関心の高い企業と研究者が協力し、予

測情報の利用による適応策の実施という成功事例を

構築していくことも有効だと考えられます。

課題の種類 概　　　要

予測研究の
対象時期

企業は長くても5〜10年先の予測情報を求め
ていて、気候変動研究が対象とする数十年先は
企業のニーズに合わない。

予測研究の
不確実性

不確実性に対する企業の許容度は企業規模や
体制等により様々であり、各企業にあった情報
の加工が必要である。

予測研究の
表示方法

影響の程度を金額等の身近で企業も参考にし
やすい社会的な情報に変換することが十分に
行われていない。

予測研究の
オーソライズ

情報が行政等にオーソライズされた公平かつ
信頼性のあるものであることが望ましい。

※企業と研究者の対話型研究会の議論等をもとに作成

まとめ

　マスメディアがどう伝えるかにより、人々の地球環

境問題に対する認識が変化していることが確認され

ました。しかし、不確実性の情報などで研究者とメ

ディア関係者の間では伝達において重視する点が必

ずしも一致していないため、科学研究の発表では一般

読者への意義を考慮する必要があることが示されま

した。

　一方、環境教育やロールプレイングなどの普及啓発

手法は、気候変動問題の有効な伝達手段と成り得ると

考えられそうですが、そのためには適切な題材の選択

や一般市民に対する継続的な啓発、誤認を修正するた

めの専門家によるサポートなどが求められます。

　最後に、研究者からの直接的な成果の伝達に対して

は強い関心を有する企業がある一方で、それらの情報

を企業の戦略に利用していくためには、研究の対象期

間や不確実性などにおいていくつかの課題（障壁）が

あり、企業と研究者による一層のコミュニケーション

の促進や研究成果に対する行政等の積極的な関与な

どが望まれることが分かりました。

図６：ワークショップ前後でのキーワードの変化

表１：企業が気候変動の科学的知見を利用する際の課題



はじめに

　私達の生活は、温帯低気圧の通過や台風の襲来、熱

波や寒波、豪雨や干ばつの発生をはじめとした大気や

海の現象に大きく影響されています。地球温暖化が

進むと、平均気温が高くなるというだけでなく、身近

な気象現象の現れ方も変化すると考えられます。そ

れはどのように変化するのでしょうか？

　気候の将来を予測するためには、「気候モデル」を

使ってコンピューターシミュレーションを行います。

世界中の様々な機関がそれぞれの「気候モデル」を開

発し、将来予測を行っていますが、その結果にはやや

ばらつきがあります。

　本テーマでは、「温暖化した世界では、身近な現象は

どのように変わるだろうか？」という問いに答えるた

め、様々なモデルによる様々な予測データから、私た

ちの生活に身近な現象についてより確からしい将来

像を描くための方法を調べてきました。

マルチ気候モデルを利用した将来予測

　「気候変動に関する政府間パネル(IPCC)」の第4次

評価報告書は、地球温暖化が私たちの生活に直接影響

することを示し身近な話題となりました。この報告

書の将来気候予測のための科学的バックグラウンド

として、「第3次結合モデル相互間比較計画 (CMIP3) 

」という国際的な研究計画の下に、世界中の様々な機

関から24個の気候モデルによる20世紀の気候の再

現実験および21世紀の気候の予測実験が行われ、そ

の実験結果が集められました（図１）。

　気候モデルの特性上、複数の気候モデルの将来予測

にはばらつきができます。身近な気象、例えば将来の

低気圧の通り道とか、将来の日本の雨の降り方とか、

様々な視点から見た将来変化について、CMIP3の24

個のモデル予測は様々な答えを示します。まず、そこ

からより確からしい答えを読み取るにはどうしたら

よいかを考えます。本研究の基本的な考え方を図２

に示します。ひとつには、現象の発現には普遍的な物

理的必然性があるはずですから、現実の観測データと

20世紀実験結果とを詳しく比較し、現実に起こって

いる現象を最も上手く再現する気候モデルを選ぶ方

法が考えられます。しかし一方で、優秀な一つのモデ

ルよりも多くのモデル結果を平均した結果の方が将

来気候をうまく予測することも示されています。そ

れは、ひとつひとつのモデルのもつ誤差が、平均する

ことで相殺されるからと考えられます。

　そこで、上の二つの方法を組み合わせ、現在起こっ

ている現象を気象学的に正しく再現できていないモ

デルを除外（スクリーニング）し、残りのモデルの結果

を平均（マルチモデル平均）することにします。この

方法により、より確からしい将来予測が期待できま

す。本テーマの10のサブグループでは、このように

して個々の現象の再現性の評価とそれぞれの将来予

測を分担して研究しました。これまでに取り組んだ

テーマリーダー：東京大学大気海洋研究所　高  薮  　縁
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図１：CMIP3に参加した24の気候モデルと国。実験結果は、気候モデル診断・相互比較プログラム（PCMDI）のデータベース
に集約されています。大量データの利用にあたり、文部科学省プロジェクトDIASの協力をいただきました。



地
球
温
暖
化
に
係
る
政
策
支
援
と
普
及
啓
発
の
た
め
の
気
候
変
動
シ
ナ
リ
オ
に
関
す
る
総
合
的
研
究 

● 

テ
ー
マ
２

2007 ▼ ▼ ▼201 1

42の現象のリストを表1に示します。後述の各サブ

テーマの頁では、それぞれのグループの成果からわか

りやすい例をとりだして紹介します。

研究の手順

　上の考え方に基づき、本テーマでは、次の手順で研

究を進めました（図３）。ここではモデルの性質を評

価する指標のことを「メトリック」と呼びます。特に、

それぞれの現象の特徴を表す指標を定義して現象の

再現性を評価するものを「現象メトリック」、風や気温

など、気候の基本場の要素で気候モデルを総じて評価

するものを「気候場メトリック」と呼びます。後述の

東アジアメトリックは、気候場メトリックのひとつで

す。今後、各モデルについてこれらのメトリックを評

価した値は「メトリック値」という言葉で呼びます。

1.	様々な個別の現象について、その特徴を代表する

「現象メトリック」を定義し、現在気候での再現性

を評価する。（観測との比較による現象の再現性

評価）

2.	現在気候での各モデルの現象メトリック値を計算

し、それを利用して将来気候での現象の現れ方を

よりよく読み取る。（スクリーニングしたマルチ

モデル平均などによる個々の現象の将来予測）

3.	東アジア域の現象の再現性をまとめて表す「気候

場メトリック（東アジアメトリック）」を考える（現

象メトリックを利用した総合的気候場メトリック

の作成）

表１：これまでに扱った現象
1 全球平均および帯状平均気温 22 PJパターン 88)

2 地上気温の年々変動と日々変動 84) 23 夏の北極域ストームトラック
3 熱帯の雲降水特性 73), 74) 24 盛夏期太平洋高気圧 80)

4 熱帯降水分布 70)，71) 25 台風発生 136)，138)

5 熱帯西太平洋の降水応答 111) 26 台風経路
6 降水量変化予測の不確定性と海面水温変化分布 112) 27 アリューシャン低気圧
7 熱帯太平洋表層貯熱量 28 北半球環状モード（NAM）
8 東アジアの降水強度 100) 29 季節内変動，マデン・ジュリアン振動（MJO）  117)

9 海洋Rossby波位相速度 122) 30 MJO－東アジアテレコネクション 126)，127)

10 北極点付近の海氷厚 31 赤道準2年振動（QBO） 82)，83)

11 春一番 102) 32 熱帯太平洋における海洋平均構造とENSO特性
12 夏季アジアモンスーン 75) 33 成層圏ENSOシグナル
13 モンスーンオンセットの将来気候 76) 34 ENSO非対称性 110)

14 梅雨前線 97)，98)，99) 35 西風バーストとENSO 121)

15 梅雨期の降水強度 92) 36 北太平洋10年規模変動（PDO） 113)

16 ジェット気流の南北移動 37 関東の温暖化と都市化
17 小笠原高気圧の軸の移動 38 日本沿岸平均水位変動と上昇トレンド
18 北半球夏のジェット気流と成層圏オゾン 39 北太平洋海面気圧トレンド 114)

19 シルクロードパターン 89) 40 北太平洋亜熱帯循環系トレンド
20 ヤマセとオホーツク海高気圧 69) 41 水文循環過程 142)

21 梅雨明けと西部北太平洋モンスーン 76) 42 河川流出
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図２：マルチ気候モデルを利用した将来予測研究の基本
的な考え方

図３：本テーマの構成
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気候モデル性能評価指標（東アジアメトリック）

　サブグループ間で協力した結果、様々な現象に対し

て、各モデルの「現象メトリック値」の比較結果の大き

な表ができました。次に、これを利用して東アジア域

の気候変化の総合評価指標「東アジアメトリック」の

開発に取り組みました。

　本テーマのサブグループでは、ひとつひとつの現象

について、モデル再現性評価に基づいた将来変化予測

を行いました。しかし一方で、実際に気候モデル結果

を利用する場合には、梅雨ならこのモデル、台風なら

このモデルと、いちいちモデルを選ぶのではなく、例

えばどの気候モデルが「概して」よく気候の再現をす

るのかを知りたいこともあります。

　従来型の全球気候の評価指標（全球気候メトリッ

ク、今後「全球メトリック」と呼ぶ）は、各データ格子

での風、気温、湿度などの誤差の２乗を全球で足し合

わせた値などで、おおまかに気候モデルを評価しま

す。日本を含む東アジア域の現象で、もともとこのよ

うな全球メトリックとの対応が良い現象メトリック

もあります（後述図６のジェット気流《偏西風の軸》や

「PJパターン」など）が、例えば梅雨のように私たちの

生活に大きく影響する現象でも、全球メトリックの成

績とはあまり対応しないものもあります（後述図６の

梅雨）。

　例えば図４は、梅雨を含む降雨帯の季節的な南北移

動の様子を比べて梅雨の再現性を評価し、それを全球

メトリックと比較した結果です。図は、横軸が時間（5

月1日から7月30日までの日数）、縦軸が緯度のグラ

フに東経115度～145度を平均した降水量を色でプ

ロットしたものです。上図が観測値です。中段には、

梅雨再現性の良い３つのモデルの降雨帯の季節変化

が示されていますが、これらのモデルの全球メトリッ

クは、20モデル中7位、 11位、 15位と必ずしもよく

ありません。逆に、全球メトリックの上位３モデルの

梅雨再現性は、各々12位、 15位、 5位とやはり必ず

しも上位にはありません。

　東アジアに住む私たちにとっては、東アジア域にお

いて重要な現象との対応の良い、東アジア域の気候場

メトリック（以下「東アジアメトリック」）があると便

利です。そこで、各サブグループが求めた個々の現象

メトリックの値を利用して、日本を含む東アジア域の

気候再現性を評価する東アジアメトリックのひとつ

を次のステップで開発しました。

図４：降水帯の北進による梅雨の再現性の比較。上図は
観測。中段は、梅雨の再現性の上位３つのモデル。
それぞれ全球気候メトリックは7位、11位、15
位。下段は、全球気候メトリックの上位３モデル。
梅雨の再現性は各々12位、15位、5位。

図５：東アジアの夏の気候を評価するメトリックの変数
と領域。図の中で赤色の影をつけた領域で右下
の３つの変数、すなわち、上空12㎞の東西風、高
度1.5㎞の南北風、及び降水量の３変数がよく再
現されるモデルは、ジェット気流、PJパターン、梅
雨をよく再現する。
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▶ステップ１：東アジアの夏の気候の決め手となる

現象を選択。ここでは、ジェット気流の位置、PJパ

ターン（フィリピン域と日本域の夏の雨がシーソー

する現象）、梅雨の３つの現象を選択。

▶ステップ２：選択した３つの現象の現象メトリック

値を各モデルについて計算。それと相関のよい気

候場メトリックを作り出す基本場の変数と領域を

選択。

▶ステップ３：東アジアメトリックと現象メトリック

との相関で両者の親和性を評価（下記参照）。

　ステップ１，２で作成した東アジアメトリックと現

象メトリックとの相関を、全球メトリックと現象メト

リックとの相関と比較した結果を図６に示します。ま

ず、全球メトリックとの相関（黄）を見ると、ジェット気

流とPJパターンについては、全球気候の再現性の良い

モデルはこれらの現象もよく再現しています。しかし、

梅雨の再現性は全球メトリックと相関がないことが

わかります。一方、東アジアメトリックとの関係（青）

を見ると、梅雨との相関、および3現象の総合評価が目

覚ましく改善しています。「ジェット気流」の再現性も

大きく改善しています。東アジアの夏の気候の代表性

が高い指標ができたことが確認されました。

　東アジアメトリックは、例えばアジア域気候を領域

気候モデルでダウンスケーリングし、より詳細な気候

予測結果が知りたい場合、どの気候モデルを親モデル

として使うべきか等の情報を与えてくれます。

今後の取り組み

　2007年に発行されたIPCCの第４次評価報告書

のために、世界のたくさんの機関で気候モデルが開発

され、現在や将来の気候の計算が行われました。こ

こでは、そのたくさんの計算結果を集約したデータ

（CMIP3）を利用した研究の成果を紹介しました。現

在気候や温暖化が進んだ世界における身近な現象を、

世界の気候モデルがどのように再現もしくは予測し

ているかという計算結果には、いろいろな点で違いが

あります。しかし、それらを様々な視点で比べ、再現

性のメカニズムを詳細に調べることにより、将来に起

こる変化をより正確に知ることができるのではない

かと考えています。

　 こ こ で 使 わ れ たCMIP3の 気 候 モ デ ル 計 算 は、

2005～2006年に行われたものです。それから約

6年が過ぎ、コンピューターの能力も格段に向上する

と共に、様々な現象の理解や物理法則の数式化の方法

も進歩してきました。2012年の現在、世界の各機関

では、2013年に発行予定のIPCC第５次評価報告書

に向けて、その研究基礎を作るため、最新の気候モデ

ルの計算結果をまさに集約し分析し始めているとこ

ろです（CMIP5）。最新のコンピューターの性能では、

気候モデルの一つの格子をCMIP3時代よりも小さく

できるため、より詳細な現象を表現できます。また、

100年後の予測だけでなく、30年後のより近い将来

をより正確に予測するための実験も行われています。

　私たちの研究では、複数の気候モデルの比較解析

が、現象のメカニズムの理解を深めるひとつの有力な

方法となることがわかりました。また、各地域で重要

な現象を選択し、それらを代表することのできる地域

的なメトリック（東アジアメトリック）を開発する手

段を構築しました。今後は、この経験を生かして最新

の気候モデル結果を比較解析していく予定です。そ

れにより気候や気象の仕組みをより深く理解できる

ようになれば、気候モデルの精度を一層向上させるこ

とができるでしょう。そして、身近な現象についても、

より精確な将来予測ができるようになると期待され

ます。図６：全球メトリックおよび東アジアメトリックの夏の
現象との相関。



22

はじめに

　本課題名にあります「ダウンスケーリング」とは、将

来予測結果を詳細化する技術です。私たちは、本プロ

ジェクト（テーマ3）をスタートさせるにあたって、以

下の課題を設定しました。

▶グローバルな地球温暖化の進行に伴って、日本にお

ける局地的な気候がどのように変わっていくので

しょうか。また、この問いに答えるためにはどのよ

うな技術開発が必要なのでしょうか。

▶IPCC第4次報告書においてはグローバルな地球温

暖化は既定の事実となりました。そのため今後は

国や地方自治体による局地的な対策策定が必要な

段階に来ています。このようなステージで、具体的

にどのような種類・解像度・精度の気候予測データ

が求められているのでしょうか。

　　これらの課題に答えるために、本プロジェクトで

は以下の３つのテーマに沿った研究計画を立てま

した。

1.	気候予測データを詳細化する（ダウンスケーリン

グの実施）。

2.	詳細化した気候予測データの信頼性を確かめる。

3.	詳細化した気候予測データをユーザーが使える形

に加工する。

　そのための本プロジェクトの大きなデザインは、図

1に示すようなものとなりました。

 　まず、地球温暖化の主要な予測データである全球

大気・海洋結合モデル（本プロジェクトでは文科省共

生プログラムで開発・計算が実施されましたAORI/ 

NIES/JAMSTEC開発のMIROC3-hiモデルを用いま

した）の結果を、3機関の地域気候モデル（防災科研の

RAMS、筑波大のWRF、それに気象研のNHRCM）を

用いて格子間隔20㎞にダウンスケーリングしました

（これを力学的ダウンスケーリングと呼びます180））。

この際、京大防災研によって開発されたバイアス検知

システムによりモデル誤差の評価と低減の研究がす

テーマリーダー：気象庁気象研究所　高  薮  　出
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図１：テーマ3のデザイン

温暖化影響評価のためのマルチモデル
アンサンブルとダウンスケーリングの研究
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すめられました。また、北大が開発しました、全球モ

デルと地域気候モデルを一体化し地域気候モデルで

ダウンスケーリングした結果を全球モデルに返して

計算しなおすという方法との比較から力学的ダウン

スケーリングの妥当性も検討されました。さらに代

表的なダウンスケールユーザーとして、ここでは農業

分野、水利分野、そして都市気候分野を選び、それぞれ

に最適な加工技術の提示を試みました。農業分野に

ついては日本の主要作物である米の収量モデルを例

に入力データの精度検証を行いました。また水利分

野では日本域において洪水・渇水の再現に必要な降

水データの算定を行いました。これらから、現在の技

術水準では力学的ダウンスケーリングの結果に対し

ては誤差補正を行う必要性が示されました。都市域

に関しては3機関の都市気候モデル（筑波大のWRF-

UC、京大防災研のCReSiBUC、気象研のNHUCM）

による2段階力学的ダウンスケーリングを行い、都市

の効果、特に地表面温度特性の変動を調査しました。

その結果、都市特有の現象であるヒートアイランド効

果を加味した将来の都市気候のアセスメントが可能

になりました。

気候予測データを詳細にする

　局地的な気候を表現するのに、現状の全球大気・海

洋結合モデルでは解像度が不足しています。そのため

20㎞格子の地域気候モデルを埋め込んで走らせるこ

とにより、詳細な情報を得ることができます（これを

力学的ダウンスケーリングといいます）。図2はその

一例を示します。

詳細化した気候予測データの信頼性を確かめる

　本プロジェクトでは、ダウンスケーリングデータの

信頼性を確保するために複数の地域気候モデルによ

り同時にダウンスケーリングする手法をとりました。

こうすることにより、単一モデルによる癖を取り除く

ことが可能になります。図３は3つのモデルの温暖化

による変化を気温（横軸）と降水量（縦軸）に関して示し

たものです。これをみると、将来に向けての気温上昇

は確度が高いものの降水量変化はそれに比べると地

域差が大きいことが見て取れます。

　そこで日本域での分布を気温と降水量について地

図に載せました。気温（図4）に関しては、最下段を見

るとわかりますようにモデル毎に特徴的な誤差があ

りますがどのモデルも高緯度ほど顕著な昇温を示し

ています。降水量（図5）に関しては、どのモデルも日

本海側の減少と太平洋側の増加を示しています。これ

は将来温暖化により冬のモンスーンによる降水が弱

まり、夏のモンスーンに伴う降水が強まることと対応

しています。

図２：日本域の降水量の再現性。左から全球モデル、
20㎞格子NHRCMによるダウンスケーリングの
20年平均値、気象庁のメッシュ気候値（観測値）。
ダウンスケールによって降雨域のコントラスト
が再現されてくることがわかる。

図３：左からNHRCM、N-RAMS、WRFの３地域気候モ
デルによる都府県別・支庁別の月平均気温偏差

（横軸）、月降水量比の偏差（縦軸。対数をとって
いるので0より上が増加、下が減少）。図はモデル
により計算された将来値と現在値の差である。

図４：3地域気候モデルによる地上気温の現在再現（上
図）、A1Bシナリオによる将来変化（中図）、現在再
現の誤差(下図「単位はすべて℃」)。左から気象研
NHRCM、防災科研RAMS、筑波大WRFモデル。
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詳細化した気候予測データをユーザーが使える形に加工する

　20㎞格子モデルによるダウンスケーリングでは、

まだまだ局地気候の再現には不足しています。そこ

で、ユーザーが使える形にするには、さらなる工程が

必要になります。

⑴農業分野・水利分野

　農業分野・水利分野に関しては本プロジェクトでは

さらなる力学的ダウンスケーリングは行いません。し

かし、農業・水利両分野とも影響評価モデルへの入力

値にはその絶対値に高い精度が要求されることがわ

かりました。ここまでで見てきたように、力学的ダウ

ンスケーリングはモデルごとに特徴的な誤差がある

ためそれを取り除く必要があることが明らかになり

ました。

　農業の場合、生産量予測に大事なのは主に気温・降

水量・日射量です。世界的に見てこれらのうち特に制

約条件になるのは降水量ですが、日本域は例外的に降

水が多く、また用水が整備されているのでこれが制約

条件になることはほとんどありません。むしろ、重要

なのはダウンスケールされた日射量の精度です。農環

研で精査したところ、現行の地域気候モデルでは日射

量が観測値に比べ30-40%過大であり、±３％の精度

を要求する米の収量予測モデルへそのまま適用する

には無理があることがわかりました。そのため、この

目的には日照量の誤差補正を行ったデータを用意す

ることで十分な精度の収量予測を実現できることを

示しました。

　水利面では、日本の河川は大陸河川に比べて流域が

狭くまた急流であるため、大陸河川を扱う場合に比べ

てより詳細な時間・空間スケールにおいて高精度なダ

ウンスケーリングが欠かせません。流域別・月別降水

量で精度の高いダウンスケーリング結果であっても

このような高い時間・空間分解能でのダウンスケーリ

ングの精度は不十分であるため、これも補正が必要に

なります。東工大・京大防災研ではそのような手法を

開発して、精度の高いダウンスケーリングデータを提

供することに成功しました。

⑵都市気候分野

　都市は図6に模式的に示すように建物等の人工物が

覆っておりちょうど森林のようになっています（これ

を都市キャノピーと呼びます）。そのため、特に人間が

住む地表面付近では独特の局地的な気候を形成して

います。これを表現するためには都市キャノピーをモ

デルの中にいれて、都市スケール（2㎞～4㎞格子）で

計算してやる必要があります。

図６：都市キャノピーにより都市街区内の風が弱まる様
子の模式図。

図５：３地域気候モデルによる年降水量の現在再現
（上図：単位は㎜ /月単位）、A1Bシナリオによる将
来変化（中図：現在再現に対する比）、現在再現実験
の誤差（下図：観測地に対する比）。左から気象研
NHRCM、防災科研RAMS、筑波大WRFモデル。
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　近年、都市域では、地球温暖化とヒートアイランド

現象によって、熱中症患者数・睡眠障害発生数・電力消

費量が増大しており、社会的な問題となっています。

地球温暖化による気温上昇が継続することにより、こ

れらの問題がより大きくなると懸念されています。将

来の都市気候を予測するためには、建物・道路の存在

による効果や人間活動による排熱効果を数値モデル

の中で考慮する必要があります。また、将来の都市気

候は、全球的な気候変動だけではなく、将来の都市の

あり方にもよりますので、将来の都市シナリオも設定

しなくてはなりません。筑波大・京大防災研・気象研3

機関の都市モデルチームは、独自に開発した都市モデ

ルと本プロジェクトテーマ4の土地利用予測チームが

作成した将来の都市シナリオを用いることによって、

これまでにない新たな予測に取り組みました。

　図７は、テーマ4作成の3つの都市シナリオに基づ

き計算された将来の8月の人工排熱分布図です。人々

が都心に住むコンパクトシティー型の集約シナリオ

の場合、人工排熱は都心で増加しその周辺でやや減少

し、人々が郊外に住む自動車依存型社会の分散シナリ

オの場合、人工排熱は都心で減少し郊外で増加すると

予測されています。

　下段の図から、将来、コンパクトシティー化が進む

と、都心に近い住宅地の気温上昇量がわずかに緩和さ

れること、人々が郊外に住む自動車依存型社会になる

と都心を除く南関東全域で気温がより上昇すること

がわかります。シナリオの違いによるインパクトは

全体的にはそれほど大きくありませんが、0.5℃を越

える地域があることを示しているこの結果は、都市ス

ケールでの将来予測に対しては、都市シナリオの違い

を無視できないこと、都市計画によって地域の温暖化

を局所的に緩和できる可能性があることを物語って

います。

図７：都市気候の将来予測の結果。左図は2050年代のある年の8月の地上高さ20mの気温分布。中央図と右図はそ
れぞれ、都市が集約型になること、分散型になることよって起こる気温上昇量（気象研究所モデルの結果）。

将来の8月の人工排熱．左図は現状維持、中央図は集約、右図は分散シナリオの場合。



はじめに

　気候変動の予測シナリオは、温暖化対策を検討する

ための科学基盤です。これまでのIPCC第4次評価報

告書では、気候変動予測と社会経済変化の相互作用を

分析しておらず、世界を十数地域に分割した社会経済

シナリオ（本研究とは別の統合評価モデルを用いて作

成）が予測に用いられてきました。しかし、気候モデ

ルの空間解像度の向上に伴い、より地理的な分布を考

えた、温暖化問題に対する適応と緩和を検討すること

の重要性が指摘されており、次世代の気候変動予測で

は、特に自然システムと社会システムを統合して解析

するアプローチが重要になっています。本研究では、

次期IPCC報告書に対応し、地理的な分布を考慮する

空間詳細な排出・土地利用変化シナリオの開発を目標

として研究に取り組んできました。図１は、テーマ４

全体の構成とサブテーマ間の連携について示してい

ます。

ダウンスケール手法と土地利用変化シナリオの開発

　国別の社会経済モデルから出力される人口、GDP等

の情報や、牧草地、農地、都市などの土地利用変化につ

いて、0.5度メッシュ（50㎞程度の空間格子情報）へと

ダウンスケールする手法を新たに開発しました218）。

図２のように、例えば農地の場合、空間分布が経済発

展により変化することを示しました。これらの結果

は、次期のIPCCシナリオの一つとして、世界中の気候

変動予測で利用されています。また、東京都市圏を対

象に、より地域を限定し新たに開発した都市経済モデ

ルを用いた空間詳細な土地利用変化のシナリオの開

発にも取り組みました。今後の社会経済変化を、人口

の集約と分散の２つのタイプのシナリオとして描き

ました223）。この結果を用いて、住宅・オフィス・交通

などの人間活動による排熱や、緑地率、建物密度を推

定し、テーマ３の都市気候モデル研究に提供し、将来

の土地利用変化によるヒートアイランド効果が分析

されました。

温室効果ガスとエアロゾル等の排出の空間分布の推定

　国や地域ごとの積算値で推計された温室効果ガス

やエアロゾル等の排出量データから、空間詳細な排出

量データを作成する手法が開発されました。次期の

IPCCのシナリオに対応して、二酸化硫黄（SO2：硫酸

テーマリーダー：（独）国立環境研究所　山  形　与志樹
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図１：テーマ4の全体構成

統合システム解析による空間詳細な排出・
土地利用変化シナリオの開発に関する研究
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エアロゾルの前駆物質）等の年間積算排出量の21世

紀中の空間分布の変動を予測しました。空間詳細化

に際しては、本テーマで構築した人口、GDP、農地面

積などの0.5度メッシュの空間詳細シナリオを採用

しています。空間詳細な排出量分布の推計にこのよ

うな社会経済情報の空間詳細シナリオを採用したの

は、世界で初めてのことです220）。

空間詳細シナリオの検証と国際研究ネットワークの構築

　主にアジアにおけるメガシティーを対象として、温

室効果ガス（GHG）排出量のボトムアップ分析（地域

別の推計結果の積み上げ）を行いました。具体的には、

エネルギー需給、人口、経済および公共インフラに関

する社会経済および社会活動のデータの収集や、大都

市におけるCO2排出量の分析、リモートセンシング画

像を利用した都市の人口密度の推定方法の開発、さら

に、都市形態とCO2排出量の分析を行いました。これ

により、リモートセンシング画像が大きな役割を果た

し得ることが示され、都市形態とCO2排出量に相関関

係があることが再確認されました。また、この分野に

おける都市・地域の研究者間の国際連携を強化するた

めに国際研究ネットワークを構築し拡充してきまし

た。収集された情報は、都市炭素管理政策を策定する

ために用いられており、IPCC第5次評価報告書など

の主要な国際評価にも貢献しています。

空間詳細シナリオの整合性評価

　土地利用変化シナリオを用い、将来の土地利用変化

によるCO2排出がどのように変化するのかを分析し

ました。生態系モデルを用いて、伐採によるCO2排出

および耕作放棄地における植生再成長によるCO2吸

収を考慮してシナリオの評価を行いました。その結

果、森林植生の増減が炭素循環に与える影響に不確実

性が大きいため、陸域生態系モデルを利用した本研究

による見積と統合モデルによるシナリオとの差が大

きくなる場合があることがわかりました。また、過去

の土地利用変化空間データを利用し、排出推定方法の

検証も行いました。この陸域モデルを用いて、IPCC

第5次評価報告書に向けて作成されている、大気中

GHG濃度を安定化させる新シナリオ（RCP6.0）での

森林火災によるブラックカーボン（すす）の排出量の

シナリオ作成も行うことができました（図３）。火災

排出において、大気CO2濃度の上昇による陸域炭素蓄

積量の変化を通した影響が大きくみられました。

まとめと今後の課題

　次期のIPCCで検討されているシナリオに対応する

地理的な分布をもったシナリオを構築し、世界中の気

候変動予測研究者に提供し、温暖化予測の空間詳細化

等の精度向上に貢献することができました。今後は、

気候変動影響の解析を行い、シナリオ作成プロセスに

フィードバックすることが重要であると考えます。

図２：地球全体の空間詳細土地利用変化シナリオの開発
結果の一部（農地分布）

図３：RCP6.0シナリオの森林火災ブラックカーボン排出
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総合的な確率的気候変動シナリオ
および影響シナリオの構築

地球温暖化による陸域生態系への影響

　地球温暖化は生育環境変化を通じ陸域生態系の構

造・多様性・機能を改変させ、人間社会への生態系サー

ビスに影響を及ぼすと考えられています。一方、陸域

生態系は温室効果ガスを含む大気中の微量ガス濃度

の調節に重要な役割を果たしており、生態系変化はガ

ス交換を介して逆に気候システムを大きく改変する

可能性もあります。本研究では、排出シナリオ・気候

モデルの異なる101通りの気候シナリオに基づき陸

域生態系モデルVISIT17），18）を用いた影響予測を実施

し、植生の純一次生産力（炭素固定能力の指標）、バイ

オマス燃焼によるCO2放出（火災リスク・炭素放出の

指標215））、浸食による土壌流出（生態系劣化の指標）に

ついて解析しました。その結果、どの気候シナリオで

も、大気CO2濃度上昇による光合成の加速と温度上昇

に伴う成育期間の延長により、植生の純一次生産力の

大幅な増加が推定されました。バイオマス燃焼によ

る放出は温度上昇や降水量変化に伴う乾燥化に反応

し、加えて植生のバイオマス生産増加による可燃物供

給のため、火災増加が推定されました。複数気候シナ

リオを用いた数値実験は、全球総計としては定性的に

同様な生態系影響が生じる可能性が高いことを示し

ました（図1）。しかし、これらの影響は空間的に不均

質に生じるため、その地域差に着目した更なる理解が

求められます（図2）。

地球温暖化による人間健康への影響

　気温と死亡率の統計的関係を各地で見た研究から

は、多くの地点で気温が低すぎても高すぎても死亡率

が高まる傾向が見られ、また統計的に死亡率が最小

となる気温（至適気温）は地域により異なり、暖かい

地域ほど至適気温が高い傾向が示されています。以

上の至適気温の地域差を過去の気候への適応の結果

と捉え、将来の気候変化に応じた至適気温変化を仮

定することで熱ストレス死亡への適応の効果を仮想

的に考慮したリスク評価を実施しました。適応（気温

変化に伴う至適気温の変化）が無いとした場合、気候

変化量が比較的小さなSRESB1排出シナリオでは今

世紀中の熱ストレス死亡は全球で150%（14気候モ

デルの平均・5～95%不確実性幅は86% ～205%）

増加、気候変化量が最大となるA2シナリオでは

327%（14気候モデルの平均・5～95%不確実性幅

は207% ～412%）増加と予測されました。一方で、

気温上昇に応じた完全な適応を仮定した場合、熱スト

レス死亡の増加は概ね抑えられることが示されまし

た。ただし、このためには、A2・A1B・B1シナリオで、

それぞれ100年間に4.1±0.8℃、 3.4±0.8℃、2.3

±0.6℃の至適気温のシフトが求められます。限ら

れた期間でどの程度の適応が実現可能であるかは不

明であり、緩和・適応を合わせたリスク管理が求めら

れます。

サブテーマリーダー：（独）国立環境研究所　江  守　正  多

図１：バイオマス燃焼起源のCO2放出量に関する推定結
果。SRES A1Bシナリオに基づく22気候モデ
ルの温暖化予測シナリオを使用。

図2：VISITで推定された火災起源CO2放出の2080年
代までの変化分布。MIROC中解像度版＋SRES 
A1Bを入力した場合。
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02

マルチ気候モデル解析による近未来
気候変動の確率的予測

過去の気候変動を利用した気候モデル信頼性評価

　本研究の目的は、将来予測に用いられるモデル、特

に気候変動に関する政府間パネル（IPCC）報告書で

利用されたCMIP3気候モデルアンサンブル（以下

CMIP3モデル）を評価すること、これをもとに、将来

気候変動の確率的な予測を行うことです2）。将来予

測を直接評価することはできませんが、モデルによる

過去の気候の再現性を評価することはできます。気

候変動研究の初期に行われた研究として1988年の

James Hansenの予測があります。我々は観測と

この予測とを比較することで、予測に十分な精度が

あったことを明らかにしました（図1）12）。Hansenモ

デルは最近のモデルに比べると簡単なものであるた

め、より現実的な今日のモデルは、さらに信頼性があ

ると考えることができます。さらに我々はモデルに

よる現在気候の再現性に関する評価を行い、CMIP3

モデルは全体として特定の誤差を持つものではなく、

信頼性があることを示しました3）。

　上記の結果は現在に近い気候を利用した評価であ

るため、将来の大きな気候変動とは関係しないかも

しれません。このため21,000年前（最終氷期）の気

候変動についてモデルの再現性評価を行いました13）。

最終氷期では現在より温室効果ガス濃度が低く、大き

な氷床があり、特に高緯度域で気温が低かったのです。

CMIP3モデルによる最終氷期実験と観測を比較する

ことで、モデルがこの寒冷化を精度良く再現すること

を示しました。

日本域の気候に関するモデル信頼性評価

　さらに日本域における気候モデルの再現性評価を

行いました10)。日本域の観測データでは前世紀に地

表気温が大きく上昇していますが、データ精度や、温

度上昇における都市化の影響が問題です。我々は日

本の陸域と周囲の海洋上の気温変化を比較すること

で、この問題に取り組みました。この結果、CMIP3モ

デルでは陸域と海洋上の気温変化は密接に関係して

いること（図2、陸域と海洋での温度上昇の比率はほ

ぼ一定）、本研究で「田舎域」と識別した陸域地点と、周

囲の海洋上での気温上昇の関係は、CMIP3モデルと

整合的であることが分かりました。CMIP3モデルで

は都市化を考慮していないことを考えると、この結果

モデルが観測を再現していることを意味します。さ

らに本研究で「都市域」と識別した地点では「田舎域」

に比べて大きな温度上昇があることがわかりました。

このことから、陸域観測データには都市化の影響があ

る地点とない地点が混在しており、これらを分離する

ことが重要であることが確認できました。

サブテーマリーダー：（独）海洋研究開発機構　ジェームス･アナン

図１：観測データ（黒線）、James Hansen によるモデ
ル予測（青線）、気温変化がないとした帰無仮説

（赤線）、モデル予測を行った時期（水色）。 図2：日本周辺の海洋（横軸）と陸域（縦軸）における20
世紀気温上昇。CMIP3モデルの結果（青）、本研究
で識別した「田舎域」（緑）、「都市域」（赤：巨大都市、
青：すべての年、黄色：中規模都市、黒：全て）。「田
舎域」と「都市域」の差が都市化の影響に相当する。

29

地
球
温
暖
化
に
係
る
政
策
支
援
と
普
及
啓
発
の
た
め
の
気
候
変
動
シ
ナ
リ
オ
に
関
す
る
総
合
的
研
究 

● 

成
果
ハ
イ
ラ
イ
ト



1
03

気候変動シナリオに基づく
水文・水資源の未来像の描出

はじめに

　本研究では、水文・水資源分野における全球規模・長

期の確率的影響シナリオを構築するとともに、他の課

題やこれまでに得られている知見も併せて用いて、当

該分野の影響における気候未来像を描出することを

目的としました。

利用可能な水資源における気候変動の影響評価

　これまでの年単位での気候変動の影響評価では、

年流量が増加し、利用可能な水資源は増大するとされ

ていました。しかし、日流量の計算に基づいて調べた

結果、流量の多い時期に増加し、流量の少ない時期に

はより減少する傾向が見られ、実質的に有効利用が可

能な水資源量は減少することが分かりました25)。そ

の結果、例えば水力発電では年平均としては増加する

地域でも、月によっては発電ポテンシャルが減少して

しまう地域もあり、従来通りの運用では安定した発電

量を維持することが困難となる可能性が示されまし

た（図1）。

水需給バランスにおける社会変動の影響

　世界各地における年単位の水需給バランスの悪化

に対しては、気候変動よりも人口増加や経済発展に

伴う水利用量の増大といった社会変動の影響の方が

大きいことも明らかとなりました。21世紀終わり

（SRES A1Bシナリオ）には、人が住む多くの地域で

水需要は10％以上増えますが、温暖化に伴って

1年間に利用可能な水資源量も人が住む多くの地域

で10％以上増えます。一方で需要の増大に対して

供給量の増加分が少ない地域に住む人口は4億人弱

と推定され、供給量の増加分を有効に利用して需要の

増大に応えられるかどうかは、その国や地域の水の有

効利用技術（節水・貯留技術など）や水資源の最適な分

配手法の開発、あるいは国や地域間の協力といった、

我々の適応能力にかかっているといえます。

低水流量と干ばつの将来変化

　低水流量（1年で日流量の少ない方から10％に当

たる値）と年最大無降雨期間の将来変化は、地理的に

ほぼ一致することが見いだされました。特に北米大

陸西部、南米大陸北東部、地中海沿岸、アフリカ西部・

南部において、極めて顕著に悪化し、低水流量の低下

による水資源の安定供給が困難となる可能性が示さ

れました。

今後の課題

　これまで、水不足が悪化するか改善するかを需要と

供給の比がある値より大きいか小さいかで示してき

ましたが、今後は、今と比べてどれくらい変化し、その

変化に対応するためにどれくらいコストが必要かを

提示することが求められています。また、水循環にお

ける極端現象が水資源や洪水の分野においてどのよ

うな影響を社会に及ぼしたかについて、全球平均気温

を指標として表現されるようないわゆる気候変動レ

ベルごとの影響関数を用いて、排出シナリオごとに求

められる気候モデルの将来推計値と将来の社会の脆

弱性に基づいた気候変動リスクを推計することも必

要です。

サブテーマリーダー：東京大学生産技術研究所　沖　　大　幹

図１：21世紀終わり（2071〜2100年）における現
在からの年最低月発電ポテンシャル変化率。

（MIROC-highモデル、SRES A1Bシナリオ）
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気候変動シナリオに基づく
海洋環境・水産業の未来像の描出

はじめに

　地球温暖化によって海水温が上がると、海洋生物の

分布域が高緯度側に移動（北上）したり、健康度が損な

われたりすることが予想されます。このような生態

系の変化は、漁業や観光業などを通じて人間社会に大

きな影響を及ぼすと考えられるので、将来の温暖化に

対して生態系がどのように応答するかを予測するこ

とはとても重要です。本研究では、気候モデルで得ら

れた今世紀の海水温の予測結果と、海洋生物の分布

や健康度を表す簡易指標を使って、将来の海洋生物

が温暖化によってどのような影響を受けるかを調べ

ました39），64）。

サンゴの分布予測

　サンゴは熱帯から温帯にかけて存在する、石灰質の

骨格を形成する動物で、体内に共生藻と呼ばれる植物

プランクトンを持っています。本研究では、年間最低

水温が18℃以上、13～18℃、10～13℃の海域をそ

れぞれ「サンゴ礁形成域」、「温帯サンゴ群集成立域」、

「温帯サンゴ分布域」と仮定し、それぞれの分布北限を

予測しました。その結果、例えば、現在は新潟県佐渡

島付近にある温帯サンゴ分布北限は、今世紀末には津

軽海峡付近まで北上する可能性が高まることが分か

りました（図１）。

サンゴの健康度予測

　一方、夏の水温が高くなりすぎると、サンゴはスト

レスを感じて共生藻を放出するかその活性を失わせ

ます。このときサンゴの白色の骨格が透けて見える

ようになります。この現象を「白化」と呼びますが、こ

の状態が長期間続くとサンゴは死んでしまいます。

これまでの観測結果に基づき、本研究では、夏の水

温が平年よりも2℃高い状態が1ヶ月、または1℃高

い状態が2ヶ月続くとサンゴの深刻な白化（大量死）

が起こると仮定し、サンゴの健康度を予測しました。

その結果、サンゴの大量死の発生頻度は、温暖化によ

る海水温の上昇と共に徐々に高まり、今世紀末には毎

年のように発生する可能性が高まることが分かりま

した（図２）。

今後の課題

　温暖化の度合いは将来の温室効果ガスの排出量に

よっても変わりますし、生物が環境の変化に対して適

応していくことも考えられます。今後はこのような

要因によって生じるモデル結果の不確実性を減らし

つつ、海洋酸性化など他の要因との複合影響も考慮し

て、より精度の高い将来予測を行なっていく予定です。

サブテーマリーダー：北海道大学　山  中　康  裕

図１：2000年代（左）と2090年代（右）のサンゴ礁形成
北限（18℃線）、温帯サンゴ群集成立北限（13℃
線）、温帯サンゴ分布北限（10℃線）の位置の予測
結果。18℃線、13℃線、10℃線の観測値を左図
中の黒線で表す。

図２：2000年代～2090年代の沖縄・石西礁湖におけ
るサンゴの大量死の出現頻度の予測結果。10年
間に何回の出現を予測するモデルが、全23のう
ち幾つあるかを確率で表す。
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1
05

気候変動シナリオに基づく
極域・海面上昇の未来像の抽出

はじめに

　地球の南北両極域には、それぞれ大陸規模の氷河で

ある南極氷床とグリーンランド氷床が存在します。

氷床は日射に対する高い反射率を通して地球のエネ

ルギー収支に、その表面地形を通して大気循環に、融

解水を通して海洋循環に影響を与えます。そして、そ

の質量変化は海面水位を変化させるため、地球環境に

大きな影響を与えます。南極氷床とグリーンランド

氷床の完全な融解は、それぞれ約57mと約7.3mの

平均海面上昇をもたらす一方、社会的には1mの上昇

でも生活空間や産業地としての沿岸利用、生態系も含

めた沿岸域の環境、災害リスク、水資源などに多大な

影響を与えることが懸念されています。本研究では、

主にこれら2つの氷床の将来変化について、予測とそ

の不確実性の評価に取り組みました。

マルチ気候モデル出力を用いた将来の
氷床表面質量収支予測とその不確実性評価

　本研究では、IPCCの第4次評価報告書で用いられ

た、CMIP3気候モデルアンサンブルを利用して、氷床

の流動や全体の質量変化を左右する氷床表面質量収

支の将来予測を数キロメートルという高解像度で行

いました。その結果、グリーンランド氷床では融解量

が増加して海面上昇に（図1）、南極氷床では降雪量が

増加して海面低下に寄与することが示されました。

また、グリーンランド氷床の融解量増加の大きさは、

気候モデルの全球平均地上気温変化量の大小、現在と

将来の海氷分布、海洋循環の変化などに依存すること

が示唆されました40）。さらに、気候モデルによるグ

リーンランドの現在気候再現性の善し悪しが将来予

測に影響を与えることがわかりました。こうした物

理プロセスにまで踏み込んだ将来予測の解釈はこれ

までほとんど行われておらず、新しい知見を提供する

ことができました。

最近の観測データとの関係

　氷床の質量収支は上記の表面質量収支だけでなく、

力学的流動の変化にも影響を受けます。人工衛星に

搭載した重力計などによる最近10年程度の観測デー

タは、両氷床の質量の急激な減少を示しており、海面

上昇へ寄与する割合も増加しています。こうした急

激な変化に関係する過程は現在のモデルでは十分に

表現されていません。一方で、これらの観測データは

その期間が短いため、地球温暖化に伴う変化と外的要

因によらない気候システムに内在する変動（内部変

動）の両方の影響を受けている可能性があります。実

際、本研究でも内部変動の影響が無視できない量であ

る可能性が示唆されました。こうした結果は観測結

果自体に疑問を呈するものではありませんが、要因の

特定については注意する必要があり、将来の南極氷床

の海面水位変化への寄与はその符号も含めて断定で

きないのが現状です。また、氷床力学過程に関連する

急激な質量変動については依然不確実性が大きいた

め、氷床モデルの改良・開発、さらには本研究の予測結

果をふまえた氷床流動変化予測が喫緊の課題です。

サブテーマリーダー：東京大学大気海洋研究所　阿  部　彩  子

図１：SRES A1Bシナリオにおけるグリーンランド
氷床表面質量収支の平均海面水位変化への西暦
1900年からの寄与(cm)。線は各気候モデルに
対 応。Yoshimori and Abe-Ouchi (2012, J. 
Climate)のFig. 2aを改変。
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気候変動シナリオに基づく
農業・食料の未来像の描出

はじめに

　東アジアおよび東南アジア地域を対象に、気象要因

と生産技術要因から作物収量を予測するモデルを構築

し、CMIP3マルチ気候モデルアンサンブルを用いて

2050年頃までを対象としたコメ生産への影響評価

を行いました。

灌漑地域における影響評価

　灌漑栽培を主体とする東アジアのコメ生産地域

（図１）では、同じ排出シナリオでも、地域および気候

モデルによって予測収量は異なり、気候モデルによる

予測収量の違いは、地域による違いよりも大きいこと

がわかりました（図2）。温度上昇が大きい気候モデ

ルでは、減収も大きいものと予測されましたが、これ

には高温の影響だけでなく、日射条件の変化も関与し

ていました。このことは、気候モデルを用いたい影響

評価において、気温以外の要素の変動幅や変化傾向を

十分に吟味する必要があることを示しています。

天水田地域における影響評価

　天水田が広く分布する東北タイについて、降水量に

依存する作付面積の変動と収量予測とを組み合わせ

てコメ生産量を推定しました。その結果、栽培が行わ

れる雨季の予測降水量は、多くの気候モデルで微増傾

向にあり22）、コメ生産量において大きな減産は予測

されませんでした。

まとめ

　コメの予測収量国際連合食糧農業機関によると、主

要穀類の需要は2050年までに約70％増加するもの

と予測されています。このような需要の見通しに対

して、気候変動の影響の予測幅を考慮しながら、生産

技術の開発目標を設定する必要があります。

サブテーマリーダー：（独）農業環境技術研究所　長谷川　利  拡

図2：緯度帯の異なる地点における2040年代のコメの予測収量（1991～2000年の平均に対する2041～2050年
の相対値）。SRES A1Bシナリオの結果を提示。各地点の予測幅は気候モデルの違いによる。

図１： 解析対象地点

コメ予測収量の相対値（％）

33

地
球
温
暖
化
に
係
る
政
策
支
援
と
普
及
啓
発
の
た
め
の
気
候
変
動
シ
ナ
リ
オ
に
関
す
る
総
合
的
研
究 

● 

成
果
ハ
イ
ラ
イ
ト



1
07

気候変動シナリオの一般社会への
情報伝達に関する研究

地球温暖化リスクの理解に関する対話会合

　研究者以外の市民・専門家等による地球温暖化リス

クの認識や利用を把握するため、これらの対象者と温

暖化の研究者との対話会合51）を行いました。初年度

は、市民の温暖化リスク認知を探るために、研究者と

市民による対話集会を実施し、２年目からは対象を市

民の重要な情報ソースであるメディア関係者に移し

て、対話会合を４回実施しました。

　市民との対話会合では、研究者による温暖化リスク

の講演を受けた後の、市民の温暖化リスクの認識の変

化を尋ねるリアルタイムの会場アンケートを行った

ところ、限られた人数の結果ではあるものの、研究者

の講演の直後には、温暖化に対する理解や不安感等に

変化を与える傾向が見られました。

　メディア関係者との４回の対話会合（温暖化リスク

メディアフォーラム）は、各回とも温暖化に関する特

定のテーマについての講演とディスカッションで構

成されており、メディア関係者と研究者双方を交え

て、双方が納得する報道について意見交換を行いまし

た。これまで実施した４回の会合では、温暖化リスク

の全体像、気温上昇ターゲット「＋２℃」、温暖化予測

計算、温暖化影響予測をテーマに選び、活発な議論が

展開されました。

　これまでの会合を通じて、研究者が不確実性の伝達

を重要な要素と考える一方で、メディアは起こり得る

危険を注意喚起する報道を重要と考えることなど、メ

ディアと研究者の報道に対する基準の違いが見られ

ています。

インターネットおよび携帯電話を利用したアンケート調査

　対話会合による一般市民の温暖化リスク調査は、直

接市民の意識を把握できるものの、温暖化に関心があ

る限られた数の市民との限定的な意見交換となるこ

とから、より多くの市民の意識を調査するため、イン

ターネットおよび携帯電話ユーザーを対象としたア

ンケートも実施しました。

　これらの市民アンケートを通して、温暖化情報の信

頼性が伝達者よって変化が見られることや、日本の温

度上昇を実感している市民の方が将来の温暖化に対

してより悲観的であることなど、一般市民の温暖化情

報に対する認識が明らかになりました。

模擬記者会見による記者と研究者の認識の把握

　このプロジェクトでは、ジャーナリズム専攻の学生

が温暖化研究の記者会見を元に執筆した記事への評

価を通じ、記者と研究者の温暖化研究報道への認識が

どのように違うのかを探りました。

　会見の題材となった研究は、温暖化影響の解析と解

析手法の開発の２つの側面を持っていましたが、科学

研究としては後者が重要なものの、記者には前者だけ

が注目されるなど、研究者と記者の視点に違いが見ら

れました。これらの事例は、科学研究の記者発表では、

研究としての意義だけでなく、一般読者への意義の考

慮も必要であることを示していると考えられます。

 

サブテーマリーダー：東京大学サステイナビリティ学連携研究機構　福  士　謙  介

図２：温暖化リスクメディアフォーラムの様子

図１：第1回温暖化リスクメディアフォーラムでの温暖化
の影響予測についての質問の抜粋

　　 　⑴研究者向け　：メディアの方々に伝えたいことは？
　　 　⑵メディア向け：研究者に聞きたいことは？
　　  （回答数：研究者29人　メディア34人、三瓶ら（2011）51）を改変。）
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気候変動シナリオの企業ニーズおよび
民間市場へのインパクトに関する研究

企業による気候変動予測情報の利用における現状

　本サブテーマでは、企業に焦点を当て、気候変動の

予測シナリオをはじめとする将来予測情報に対する

企業ニーズや企業が適応策の検討・実践を行う上での

課題について研究を実施しました。具体的には企業

へのヒアリング調査や企業6社と気候変動予測研究

に係る研究者6名による対話型研究会を開催し、気候

変動予測情報の提供側（研究者）および受け手側（企

業）各々の問題意識や課題について議論・研究を実施

しました。

　研究の結果、まず、企業にとっての環境活動とは主

に削減策を意味し、適応策を実施している企業はほと

んどないことが分かりました。この主な理由として

は、そもそも企業は研究者が発する気候変動の将来予

測情報に触れる機会が少なく、温暖化が進行している

という実感を十分に有していない場合が多いという

点が考えられます。さらに、気候変動の将来予測情報

等に触れる機会があり、地球温暖化に対する一定の危

機感を有する企業であっても、予測情報をもとにした

適応策の検討・実践に際しては、下表に示す主に4つ

の課題（障壁）があり、企業において十分に情報が利用

されていないことが分かりました。

課題の種類 概　　　要

予測研究の
対象時期

企業は長くても5〜10年先の予測情報を求め
る一方、気候変動研究は短くても数十年先を対
象としており、企業のニーズに合わない。

予測研究の
不確実性

予測情報が有する不確実性に対する企業の許
容度が企業規模や体制等により様々であるた
め、それぞれの企業にあった情報の加工が必要
である。

予測研究の
表示方法

影響の程度を金額等の身近で社会的な情報に
変換されていると企業は参考にしやすいが、そ
のような変換が十分に行われていない。

予測研究の
オーソライズ

企業が予測情報をもとに行動を起こすために
は、その情報が行政等にオーソライズされた
公平かつ信頼性のあるものであることが望ま
しい。

企業による気候変動予測情報の利用促進に向けて

　今回の研究により、企業による将来予測情報の利用

促進のためには、数年～10年程度先という近い将来

の予測情報の提供や現在の気候と過去の気候との比

較分析の実施、あるいは企業と研究者とのコミュニ

ケーションの一層の促進が必要なことはもちろんで

すが、それだけではなく、研究成果に対する行政等の

積極的な関与も重要であることが示されました。具

体的な関与の方法としては、研究成果の評価や研究

成果をもとにした指針等の作成などが考えられるで

しょう。

　現状では企業による気候変動の将来予測情報の利
用やそれをもとにした適応策の実践が十分に実施さ
れているとは言い難い状況です。しかし一方で、例え
ばリスクに直結する製品・サービスを扱う業界や耐用
年数が数十年と長い製品・サービスを扱う業界等の中
には、現状においても適応策の検討・実践に強い関心
を有する企業もあることがこの研究を通して分かり
ました。今後、企業による気候変動予測情報の利用を
広め、適応策の検討・実践を促進していくためには、そ
の第一歩として、そのような関心の高い企業と研究者
が協力し、予測情報等の利用による適応策の実施とい
う成功事例を構築していくことが必要でしょう。また、
そのような成功事例を生み出し、増やしていくために
は、行政の関与の方法についても併せて検討していく
必要があるでしょう。

サブテーマリーダー：㈱野村総合研究所　岩  瀬　健  太

図１：企業の予測情報利用の促進のために必要な要素

表１：企業が気候変動予測情報を利用するにあたっての
課題（障壁）
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温暖化理解における「実感」に関する概念
整理と評価手法の開発に関する研究

はじめに

　本サブテーマでは、地球温暖化問題とリスク・コ

ミュニケーションに関する既存研究から合理的なリ

スク認知に影響を及ぼす要因について整理を行った

うえで、アンケート調査から日本人の温暖化リスクに

対する認知の実態とこれに関連する要因を明らかに

しました。

地球温暖化問題のリスク認知

　最初に、地球温暖化問題とリスク・コミュニケー

ションに関する既存研究のレビューを行いました。

　その結果、地球温暖化のリスク認知のバイアスと

なる要因のなかでも科学的な手法による検証がなさ

れている要因として、(1) 感情や心象に基づく判断に

よる影響、(2) 利用可能な情報に基づく判断による影

響、(3)過去の情報と照らし合わせた判断による影響、

(4)個人属性による影響、などが挙げられます。

　例えば、A. Leiserowitz(2006)は、米国でのアン

ケート調査から「地球温暖化」という言葉に対する感

情が、他の要因（人々の文化的な価値観、個人属性な

ど）よりも強く人々のリスク認知に影響している一方

で、温暖化政策への支持は、地球温暖化に対する感情

や心象よりも、平和主義や個人主義などの人々の文化

的な価値観が強く影響していることを明らかにして

います。

　また、W.K.Viscusi and R.J.Zeckhauser(2006)

は、米国の大学生を対象に調査を行い、地球温暖化の

リスクとは直接的に関係がない温暖化政策に関する

情報を提供されたグループの方が気温上昇のリスク

を高く見積もる傾向、つまり利用可能性ヒューリス

ティックがあることを明らかにしています。

　さらに、J.D.Sterman and L.B.Sweeney(2007)

は、米国の大学院生が二酸化炭素濃度の将来シナリ

オに影響され、必要な二酸化炭素排出量の削減量を実

際よりも低く見積もる傾向があることから、これまで

のデータの照合から未来を見積もるパターンマッチン

グ・ヒューリスティックがあることを検証しています。

一般市民の地球温暖化に対するリスク認知

　地球温暖化に対するリスク認知とこれに影響を与

える要因を明らかにするため、一般市民および地球温

暖化防止活動推進員（以下、推進員）の２つのグループ

に対するアンケート調査を行いました61）。推進員に

ついては神奈川県・千葉県、埼玉県の全推進員を対象

に郵送によるアンケート調査を、一般市民について

は調査会社のモニター1,200名を対象に、インター

ネットを介したアンケート調査を行いました。

　その結果、地球温暖化のリスク認知として、一般市

民と推進員のグループともに地球温暖化による影響

が生じる可能性は高く、またそれらが世界に与える影

響は深刻であるとする認知が多くなっていました。

　一方で、地球温暖化による深刻な影響については、

一般市民と推進員のグループでその認識は大きく異

なり(図１)、温暖化問題への関心や個人属性の違いが

影響していると考えられます。また、地球温暖化によ

る影響についての認識の違いが一般市民の地球温暖

化に対するリスク認知と関連があることが明らかに

なりました。とりわけ、地球温暖化による影響が「洪

水や水不足の増加」にまで及ぶと認識している人ほ

ど、リスク認知が高いという関連があることが分かり

ました。

サブテーマリーダー：神奈川大学　三  星　宗  雄

図１： 地球温暖化による深刻な影響についての認識
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意欲を高めることを重視した参加・体験型
コミュニケーションに関する実証的研究

はじめに

　本サブテーマでは、地球温暖化問題の普及啓発手法

として実践的に試みられている参加・体験型コミュニ

ケーションを事例に、その効果と課題を検証しました。

　対象としたのは、①東京都港区の「ストップおんだ

ん館」における一般市民向けのプログラム、②NPO気

象キャスターネットワークによる小学生向けのプロ

グラムの2つです。これら２つの事例で、プログラム

の参加前と参加後の2つの時点において参加者への

アンケート調査を行い、地球温暖化問題に対する認識

や温暖化対策への取り組みがどのように変容したの

かを分析しました。

一般市民向けプログラムの検証

　本プログラムが主に想定する家庭での温暖化対策

への取り組みで中心となる30～40代の既婚者女性

120名（有効回答111名）を被験者として調査を行

いました60）。この結果、まず、地球温暖化の将来予測

として参加者が回答した2050年の世界平均気温の

予想上昇幅(平均値）は、参加前の4.55℃が、参加後に

2.94℃と統計的に有意に低くなっています。また、

回答分布も参加前は予測上昇幅が4～5℃の回答が比

較的多いですが、参加後には予測上昇幅が0～3℃ま

での回答が多くなっています。これらのことから、参

加者の認識はIPCCなどで予測されている1～3℃程

度という科学的な知見により近いかたちに修正され

たと考えられます。

　一方、家庭における温暖化対策への取り組みでは、

参加前よりも参加直後の取り組み意欲が統計的に有

意に高くなっている一方で、「商品購入時の環境配

慮」などのグリーンコンシューマ型行動では、直後の

取り組み意欲よりも参加後の実際の取り組み状況は

統計的に有意に低くなっています（図1）。

　このように、今回のプログラムは参加者に対して、

家庭での温暖化対策への取り組みを高める効果があ

る一方で、手間や費用がかかる取り組みについては、

取り組み意欲を高めるものの、取り組み自体を大きく

改善するまでには至らなかったものと考えられます。

小学生向けプログラムの検証

　横浜市内の小学校10校において、4年生を中心に

766名(有効回答510名)を対象にした出前授業を行

い、出前授業への満足度や理解度が家庭での温暖化対

策への取り組みの改善につながっているかを分析し

ました。この結果、「出前授業に高い満足度や理解度

を示した児童ほど家庭での温暖化対策への取り組み

が改善する」という傾向が確認されました（図2）。特

に、家の中にある無駄な生活や省エネでできることな

ど温暖化対策に対する理解は、「シャワーを流しっぱ

なしにしない」などの家庭での温暖化対策への取り組

み改善と関連があることが確認されました。

　一方、「暑い日や大雨の増加」「大型哺乳類への影響」

などの温暖化による影響についての認識は、家庭にお

ける温暖化対策への取り組みへの改善との間には関連

が見いだせませんでした。このように、今回のプログ

ラムは温暖化による影響やその対策への子どもたちの

理解を深めていますが、家庭における取り組みを改善

する効果をもたらすものは主に対策への理解であった

と考えられます。

サブテーマリーダー：神奈川大学　松  本　安  生

図１：一般市民向けプログラムにおける参加者の行動変容

図2：小学生向けプログラムへの評価と行動変容との関連
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共感を得ることを重視したロールプレイング型
コミュニケーションに関する実証的研究

はじめに

　ロールプレイングとは、自分とは異なる立場や価値

観の他者を「演じる」ことで、様々な気づきを促しなが

ら、自らの立場や価値観、責任などを客観的に考える

手法のことで、心理療法やカウンセリング、教育分野

などに広く用いられています。本研究では、様々な形

でのロールプレイング型コミュニケーションを実施

し、それらの効果を把握することを目的としました。

演劇づくりを通じたロールプレイング型
コミュニケーションの効果

　中学・高校の演劇部生徒に「地球温暖化」を題材とし

た演劇を演じてもらい、そのプロセスにおいてどのよ

うな学習効果があるのかを検証しました47），48）。

　この演劇づくりのプロセスにおいては、S5の専門

家と演劇部顧問教諭の協力を得て、テーマ設定や台本

の大きな流れについて決定しました。演劇部生徒は、

これらを踏まえ、地球温暖化に関する調べ学習を個々

に行い、場面設定やセリフづくりなどを行ないまし

た。そして、公演準備開始時と公演直後、また公演終

了一ヶ月後に「コンセプトマップ」を用いて、地球温暖

化と関わりのあるキーワードを挙げてもらい、その分

析を行ないました53）。

　これらの実験と調査分析から、生徒の挙げるキー

ワードの質・量ともに、演劇づくりのプロセスだけで

なく、終了後も増加していったことわかります。特に、

演劇終了後から演劇終了後一ヶ月の間に、温暖化対策

に関する興味が沸き、独自に情報収集をしたことが伺

える結果となりました（図１）。一方で、元々持ってい

た誤認識については、修正は困難であり、結局最後ま

で修正されなかった生徒も多くみられました。

　これらのことから、ロールプレイングを用いた多様

な立場や価値観理解を進めることは、温暖化教育の有

効な手段と成り得ますが、そのためには、専門家によ

る学校教育現場へのサポートがとても重要であると

いうことができます。

ショートフィルムづくりを通じた 
ロールプレイング型コミュニケーションの効果

　専門家に対する取材を基調とした「温暖化情報提供

のためのショートフィルム制作」を、温暖化の専門家

でない映像制作者に依頼し、その制作プロセスにおけ

る映像制作者の気づきの効果と、完成したショート

フィルムの視聴者評価とこれをもちいた講義の効果

測定を行ないました。

　その結果、映像制作者は制作のプロセスを通じ、地

球温暖化に関する情報伝達において、１）わかりやす

く伝えることと正確に伝えることの両立の難しさ、

２）発信者のメッセージを受け取ってもらうだけで

なく、受信者が自ら考えるきっかけをあたえること

の重要性、などの点を自らの気づきとして挙げまし

た。また、視聴者からは、「このフィルムから多くの

メッセージを読み取ることが出来た」などの評価が

多く寄せられており、普及啓発効果も高いことが確

認されました。

サブテーマリーダー：東邦大学　朝  倉　暁  生

図１： 演劇ワークショップ前後でのキーワードの変化

図2：ショートフィルムの一場面
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分かりやすさを重視したマスメディア利用型
コミュニケーションに関する実証的研究

コミュニケーション手段としてのメディア

　テレビや新聞、ラジオ、雑誌など、マスメディアから

の情報は、温暖化について人々に広くコミュニケー

ションする上でも重要な手段です。図1の棒グラフは、

2011年7月に我々が全国の20才以上の男女を（成

人全国民の代表性を確保した形で抽出して44），45））調

査した結果ですが、やはりテレビと新聞が環境問題に

ついての主な情報源であることがわかりました。そ

の環境問題についての情報の中に温暖化も含まれて

います。このデータをもう少し細かく見ると、若い年

代では、新聞（電子版を除いたもの）が他の年代に比

べて割合が低く、逆にインターネット（ＳＮＳなどと

新聞などのニュースサイトの合計）が好まれています。

2008年の調査時点ではまた逆転するほどではあり

ませんでしたが、2011年には､特に若い年代では逆

転する結果になっています。

メディアの役割

　世界各国でも同様に「マスメディア」は、温暖化につ

いての情報源という意味で、とても重要な役割を果た

しています。簡単にいうと、温暖化問題にかぎったこ

とではありませんがメディアが伝えないことは、「な

かったことと同じ」になり、メディアがどう伝えるか

（肯定的、否定的、好意的、懐疑的などさまざまな論調

があります）により人々の認識や態度が変化すること

がよくあります。

　図２には３つのグラフが並んでいますが、一番上

のグラフは、世論調査で「世界で最も重要な問題」を

2005年から継続的に聞いているものです。回答の

中から特に環境問題と経済問題について抜き出して

います。2008年夏以降、経済問題が深刻になるとと

もに環境問題の重要度が低下しています。また、２段

目はテレビ、３段目は新聞での報

道状況をグラフにしています。第

一段目の回答率とメディアの報道

量をくらべると、ピークが重なっ

ていることがわかります。つまり、

気候変動問題についてのメディ

アの報道が増えると、人の関心も

高まるのです(回答の半分程度は

「温暖化」「気候変動」という回答で

す)。これは統計的にも有意な関

連であることが本研究プロジェク

トで確かめられています28）。

サブテーマリーダー：（独）国立環境研究所　青  柳　みどり

図１：環境問題を含む社会での出来事についての情報源
　　　（複数回答、2011年7月調査）

図2：2005年から2009年までの新聞・テレビにおける温暖化報道状況と世論
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熱帯亜熱帯域における雲降水現象の
再現性とその将来変化に関する研究

台風の発生地点と経路

　台風は、暖かい海上で発生し、風速17m/s以上の反

時計回りの強い風と共に大量の雨を降らせる低気圧

です。また、中心部の気温が周辺に比べて高いという

特徴があります。初夏から初秋にかけて日本に近づ

き、大きな被害を及ぼすと共に、貴重な水資源でもあ

ります。ですから、地球温暖化の影響で台風の経路や

強さが将来どのように変化するかは社会にとって重

要な問題です。

　西太平洋での年間の台風発生数は約26個ですが、

年々の違いは大きく、少ない年は20個に満たず、多い

年は30個以上も発生します。個数だけでなく、発生

しやすい場所も年によって変わります。発生場所が

変わるとその後の進路や影響を受ける地域が異なっ

てきます。例えば、フィリピン近海で発生した台風の

多くは東南アジアや中国に上陸します（図１の赤色矢

印 ）。その東方で発生すると日本に接近しやすい傾

向があります（橙色矢印）。さらに東側で発生した場

合、多くは日本の東海上を北上し、日本への直接の影

響は小さくなります（緑色矢印）。

温暖化したらどこで発生しやすくなるのか？

　そこで、地球温暖化の影響で台風の発生域がどのよ

うに変わるのかを、CMIP3の気候モデルアンサンブ

ル実験結果を使って調べました。気候モデルのデー

タから台風を探すためには、強い渦で中心域が高温で

あるという台風の特性を使いました。

　気候モデルはそれぞれ性能や予測結果が少しずつ

違います。より信頼できる予測結果を得るため、現在

の台風発生数の平均的な分布を最も現実的に再現す

る5モデルを選び138）、100年後の予測結果（全シナ

リオ）を比べました。

　その結果(図2)、5つのモデルが共通して、東経150

度から日付変更線にかけての地域で発生数が増え、逆

に東経110度から130度の南シナ海、フィリピン近

海、台湾近海で減ると予測していました136）。つまり、

現在はフィリピンの東方海上がもっとも発生しやす

い海域ですが、これが将来はやや東に移ると予測され

ます。これは、多くの気候モデルが予測するエルニー

ニョ型の海面水温の変化に伴うものと解釈できます。

日本への影響は？

　これに伴って日本への台風上陸数は変わるでしょ

うか。観測データによると、東経150度よりも東で

発生した台風の多くは日本の東海上を北上するため、

もし発生後の経路が将来も変わらないならば、上陸数

は減ると考えられます。しかし、台風の進む方向や速

さに影響を与える大規模な風の流れも温暖化に伴って

変わるかもしれません。現在私たちは、経路の変化や

上陸数への影響について、さらに研究を進めています。

サブテーマリーダー：東京大学大気海洋研究所　高　薮　　縁

図１：1979-2000年の台風の発生地点（黒点）と発生場
所ごとの台風のとりやすい経路（矢印）

図2：５つの気候モデルが再現した台風発生数の分布（黒
等値線）と将来変化予測（増加は赤等値線，減少は
青等値線）。５つのモデルの予測傾向が一致する
地域を黄色（水色）で示してある。
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中緯度・亜熱帯循環系の季節・経年変動の
再現性とその将来変化に関する研究

「春一番」の将来変化

　「春一番」とは立春（2月4日）以降に初めて吹く強

い南風で、春の気配を感じさせてくれます。真冬の間

は、大陸上に冷たい「シベリア高気圧」、東海上に「ア

リューシャン低気圧」が停滞し、北西季節風が日本列

島に寒気を南下させます。立春を過ぎると、時おり低

気圧が日本海を東進しつつ発達するようになり、この

とき「春一番」が吹きます。低気圧が発達するには、そ

の「卵」となる渦を運ぶ上空のジェット気流が、地表の

南北気温差の大きな地域の上空を吹く必要がありま

す。地表で気温差が大きいのは、大陸南岸や暖流と寒

流とが接する「海洋前線帯」（日本海では対馬暖流とリ

マン海流との境界）です。ジェット気流は、真冬には

季節風に伴う強い寒気により北緯30度まで押し下

げられ、海洋前線帯から離れてしまうため、低気圧は

発達しにくくなります。立春を過ぎて寒気南下が弱

まるとジェット気流が北上し、日本海の海洋前線帯に

沿って低気圧が発達できる状況になります。

　本研究では、世界中の気候モデルのうち、真冬の低

気圧活動の弱まりを現実的に再現できるモデルを選

び、将来予測を調べました。それらは、地球温暖化

が今後さらに進むと季節風による寒気南下が弱まり、

真冬でも日本海で低気圧が頻繁に発達する傾向を示

しました（図1）。そうなると、現在より早く立春直

後に「春一番」が吹く確率が高まるでしょう102）。実

際、1980年代末以降シベリア高気圧が弱まって、真

冬でも低気圧が頻繁に発達し、「春一番」の時期が早

まってきています。

夏の「小笠原高気圧」の将来変化

　「小笠原高気圧」は本州の南で発達する背の高い亜

熱帯高気圧です。これが6月に発達を始めると日本

列島は梅雨に入ります。7月後半に高気圧がさらに

発達すると梅雨が明け、日本列島は盛夏期に入ります。

2010年のように小笠原高気圧が異常発達すると猛

暑になる一方、1993年のように高気圧が弱いと冷夏

となって、稲作などに深刻な被害をもたらします。

　小笠原高気圧の変動に関わるのは、上空の西風

ジェット気流の動向です。この「アジアジェット」は

熱帯と中緯度の空気の境を吹き、地上に梅雨前線を伴

います。このジェットは梅雨明け後に北海道上空に

まで北上しますが、さらに北上すると小笠原高気圧が

異常に強まります。この一因は台風活動です。南方

で台風が多く発生・発達すると、海水が蒸発する際に

海から奪った熱が、多量の降雨に伴って大気中に解放

されます（凝結熱）。その影響で、日本上空でアジア

ジェットが北上し、小笠原高気圧も強まります。逆に、

台風活動が弱いときは小笠原高気圧も弱い傾向にあ

ります85），86），87），90）。 

　地球温暖化がさらに進むと、小笠原高気圧の北上が

抑えられて梅雨明けが遅れ、盛夏期でも雨が多く蒸し

暑い天候になる傾向を予測する気候モデルが多いよ

うです。こうしたモデルは、温暖化しても台風活動が

必ずしも活発化せず、南海上の降水量も他の熱帯海域

ほどは増加しない傾向を示します88）。ただし、この

予測は気候モデルごとにばらついています。それは、

アジアジェットや小笠原高気圧が日本周辺で大きく

変動しやすく、これらを気候モデルで現実的に再現す

るのが決して容易ではないからです。

サブテーマリーダー：東京大学先端科学技術研究センター　中　村　　尚

図１：日本周辺における低気圧発達の仕組みの
概念図。現在では、真冬に右側のような
状態となり、低気圧の発達が抑制されて
いるが、温暖化がさらに進行すると、真冬
でも左側のような低気圧が発達しやすい
状態となりやすく、「春一番」が立春直後
に吹く確率が高まると予想される。
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季節予測に係わる短期気候変動の
再現性とその将来予測

はじめに

　初夏を中心にオホーツク海方面の冷たい海洋上か

ら吹く北東よりの風は、一般にヤマセとよばれてお

り、北日本の太平洋側地域に日照の減少などぐずつ

いた天気をもたらします。地球温暖化によってヤマ

セがどのように将来変化するのか、CMIP3の18個の

気候モデルによる現在再現実験（1981-2000年）と

SRES A1Bシナリオに基づく将来予測実験（2081-

2100年）データを解析した研究成果69）を紹介します。

気候モデルによるヤマセの再現性評価

　ヤマセは、梅雨期の６月から７月中頃にかけて多く

観測されています(図１青線)。18個の気候モデルが

再現するヤマセの平均発生回数は、現実に比べてやや

少ないものの、６月下旬にピークをもつという季節

変化を概ね再現しています（図１細い線）。ヤマセの

平均発生回数に加えて、この付近の天気図（地上気圧

分布）の再現性が良い上位半分の気候モデルに限ると、

現実に近い発生回数を再現しています（図１太い赤

線）。

気候モデルによるヤマセの将来変化予測

　図２は、18個の気候モデルが予測したヤマセ発生

回数の将来変化を示す棒グラフです。５月に減少し

８月に増加する変化を、多くの気候モデルが予測して

います。1から9番の気候モデルは、現在の6-7月の

ヤマセ発生回数と月平均した天気図（地上気圧分布）

を、より現実的に再現する上位半分9個の気候モデル

です。これらの気候モデルは、８月のヤマセ回数の増

加を一つのモデルを除いて一致して予測しています。

　8月にヤマセの発生回数が増える原因は、太平洋高

気圧が日本の東の海上で弱くなり、相対的にオホーツ

ク海の気圧が高くなるためです。その理由をさらに

探ると、赤道付近のインド洋から太平洋にかけての海

面水温や大気の流れの中に、現在のエルニーニョ発生

時に似た変化が将来生じることと関連しているよう

です。

　以上の解析から、21世紀末の北日本太平洋側の夏

は、地球温暖化の進行により現在に比べて気温は高く

なる一方、8月を中心に曇りがちのぐずついた天気の

日が増加すると予測できます。

サブテーマリーダー：気象庁気象研究所　尾  瀬　智  昭

図１：現在気候20年間（1981～2000年）における
ヤマセの発生回数。毎年の旬（10日）平均値を
もとに、北日本の東の海上（北緯40度～45度、
東経142.5度～155度）で北風～北東風～東
風が吹いた回数を数えた結果。

図２：18個の気候モデル（横軸の番号で区別）が予測
する、ヤマセ発生回数の将来変化（将来20年間
の回数―現在20年間の回数）。棒グラフは月
毎（色で区別）の回数変化。◆は５月～８月合
計回数の変化。
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中緯度大気海洋系10年スケール変動の
再現性とその将来変化に関する研究

太平洋10年スケール変動（PDO）の特性

　海水温の長期的な変動は地球全体の気候変動に

とって重要な役割をもっています。北太平洋では、長

期的な水温の変動として太平洋10年スケール変動

（通称PDO）が卓越しています。このPDOは、図１に

示すように、北緯40度付近の北太平洋を東西に拡が

る海域において、暖水期と冷水期が10〜20年程度の

間隔で入れ替わる現象で、日本を含む環太平洋域の気

候変動や太平洋域の水産資源に大きな影響を与えて

いると考えられています。

　PDOは熱帯太平洋域の水温変動とも関連してい

て、北太平洋中緯度が冷水期（暖水期）のとき、東部熱

帯太平洋は逆に暖水期（冷水期）となっています。こ

のように遠く離れた海域での水温変動は、大気大循環

の変化、すなわち「大気の架け橋」によって結び付けら

れています。「大気の架け橋」は、熱帯太平洋域の積乱

雲や北太平洋上のアリューシャン低気圧の変動と密

接に関連しています。

PDOの将来予測

　PDOのような長期の気候変動は大気と海洋の相互

作用により起こる自然の現象ですが、地球温暖化のよ

うな人為起源の気候変化を考える上でも重要な意味

を持ちます。例えば、PDOに伴って北太平洋中緯度

の水温が冷たい期間が続くと、見かけ上は温暖化が減

速されているように捉えられてしまいますが、それは

50年先や100年先の地球温暖化に伴う長期的な気

候変化を考える上では一時的なことに過ぎません。

　このように、地球温暖化を正しく捉えるためには、

現在から将来に向けて自然に起こる長期変動がどの

ような状態にあるかを精度良く知る必要があります。

そのためには、気候モデルが温暖化の変化だけでなく、

自然の長期変動を正しく再現できることが必要です。

　本研究では、CMIP3の24個の気候モデルによる20

世紀再現実験の結果を用いて、それぞれの気候モデル

がPDOをどの程度現実的に再現できているかを調べ

ました113）。PDOは現実の北太平洋大気海洋系で卓

越した変動ですが、一部の気候モデルは図１に示した

ようなPDOに伴う海面水温の空間パターンをあまり

正確には再現できていません。PDOの再現性が低い

モデルでは、図１のような海面水温の変動が再現され

ないだけではなく、「大気の架け橋」と関連する熱帯

太平洋域の積乱雲やアリューシャン低気圧の再現性

もよくありません。これらの結果から、気候モデルが

PDOを現実と同じように再現するためには、「大気の

架け橋」をより正確に再現することが重要であると結

論づけました。また、PDOの再現性が高いモデルに

よる将来予測では、温暖化により海面水温の平均場は

北太平洋全体で上昇しますが、長期的な大気海洋変動

であるPDOは20世紀とほぼ同じ時空間特性を示し

ました。

　気候予測の不確実性は主に次の２つに起因すると

考えられます；⑴気候モデルによって温室効果ガス増

加に対する応答が異なることと⑵PDOを例に説明し

たように、モデルの中の長期的な大気海洋変動のため

に見かけ上の気候変化が生じることです。本研究では、

北太平洋における21世紀の気候変化の不確実性に⑴

と⑵がほぼ同程度寄与していることを示しました114）。

　すべての気候モデルに共通する気候変化を捉えれ

ば、モデルごとに応答が異なることによる不確実性は

小さいと考えることができます。また、個々のモデル

で何通りものシミュレーションを行うことにより、長

期的な大気海洋変動による見かけ上の気候変化を減

じることができます。これらのアプローチに加え、将

来的に気候モデルをより適切なものに改良する努力

によって、より確からしい気候変化予測を得ることが

できると期待されます。 

サブテーマリーダー：北海道大学　谷  本　陽  一

図１：左図（右図）は中部北太平洋で観測された海面
水温が平年よりも低い（高い）期間の空間パ
ターンを示しています。PDOは、これら2つの
空間パターンが10-20年程度の間隔で入れ替
わる現象です。
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アジアモンスーンのモデル再現性と
温暖化時の変化予測に関する研究

夏のアジアモンスーン

　インドやインドシナ半島の地上付近では、夏にな

ると暖かく湿った西風（図1上の水色矢印）が吹くよ

うになります。この風はアジアモンスーン西風と呼

ばれ、アジアの熱帯域に大量の雨をもたらし、農業な

ど地域の生活にとって重要な水資源となっています。

また、上空約5～12kmの気温は、夏になるとインド

洋の赤道付近に比べてアジア大陸上で、より高くなり

ます(図1上のオレンジ)。この海陸の気温差ができる

ことにより、アジアモンスーン西風が生じます。

温暖化した時のアジアモンスーンの変化

　このモンスーン西風は、温暖化に伴ってどう変化す

ると予測されているでしょうか？　その変化を知る

ためには、このインド洋とアジア大陸の気温差がどう

変わるのか、調べる必要があります。世界各国で開発

された気候モデルの中から、アジアモンスーンが始ま

る5月において、上空の気温の季節変化がよく再現さ

れているモデルを選んで調べました。温暖化すると、

インド洋でもアジア大陸でも、上空の気温は上昇しま

すが、その気温上昇の幅はアジア大陸よりインド洋で

大きいので、インド洋とアジア大陸上の気温差は現在

に比べて小さくなります(図1下の大きな＋の地域は

上空の気温の上がり方が大きい)。したがって、アジ

アモンスーンの西風は弱まると予測されています(図

1下の水色矢印)。また、モンスーン西風が吹き始める

時期を予測した結果、図1と同じような理由で、東南

アジア周辺の西風が吹き始める時期や、雨季の開始時

期が、遅くなると予測されています（図2）76）。

　一方で雨の量は、温暖化すると増えると予測されて

います。この結果はモンスーン西風が弱くなること

と一見矛盾しているようにみえます。実は、インド洋

の海上では海面温度の上昇に伴って蒸発が盛んにな

り、空気中に含まれる水蒸気の量も増えるため、風が

弱くなっていても、インド洋からアジア大陸に向かう

水蒸気は現在よりも多く運ばれ、結果として雨の量が

増加すると予測されています(図1下)。

サブテーマリーダー：筑波大学　植 田　宏 昭

図1：（上）現在の夏のアジアモンスーンの模式図。北半
球の夏にアジア大陸の高層で気温が高くなると、
インド周辺では地上付近に西風が吹くようにな
る。（下）温暖化した21世紀末での模式図。温暖
化時の上空の気温上昇は、赤道付近（大きい＋マー
ク）の方がアジア大陸より大きく、夏のアジアモン
スーン循環は弱くなると予測している。

図２：地上付近のモンスーン西風の拡大時期が、20世紀
末に比べ、SRES-A1Bシナリオの21世紀末にお
いてどのように変化するのかを示した図。インド
シナ半島や南シナ海付近では、温暖化すると西風
の開始が遅くなると予測している。
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熱帯大気海洋相互作用現象の再現性と
その将来変化に関する研究

マッデン・ジュリアン振動（MJO）と東アジアの天候

　熱帯にはインド洋から中部太平洋へと巨大な雲群

がゆっくりと東進する「マッデン・ジュリアン振動

(MJO)」と呼ばれる現象があります。MJOは熱帯に

おける顕著な大気海洋相互作用現象であり、熱帯域の

降水活動のみならず、遠く離れた中緯度にも影響を及

ぼしますが、気候モデルでの再現が難しい現象として

も知られています。

現在気候

　北半球の冬季には、MJOが西部～中部インド洋で

発達すると、日本を含む東アジアで、降水活動が活発

になる傾向（MJOによる遠隔影響）があります。私た

ちはこの遠隔影響の仕組みについて詳細な調査を行

いました。MJOがインド洋で発達すると、その雲群

が放出する潜熱によって大気の流れが変わります。

上空では、偏西風ジェットに沿い、インド付近から日

本へ向かって大気波動が伝播し、日本上空の大気循環

が変動します。さらに、海面～高度3km位では、北西

太平洋に高気圧性の大気循環が作られるため、熱帯域

から日本の南へ高温かつ湿潤な空気が流れ込みます。

これらによる低気圧活動（南岸低気圧）の活発化が、日

本付近の大気の状態を不安定化し、東アジア域の降水

活動へ大きな影響を及ぼしていると考えられます。

　また、CMIP3気候モデルでは、MJOが比較的良く

再現される幾つかのモデルでのみ、MJOによる東ア

ジアへの遠隔操作が良く再現される事がわかりま

した127）。

温暖化気候

　CMIP3の気候モデルのうち、MJOの強さや東進の

様子が比較的良く再現されるモデルを用いて将来変

化を調べました。温暖化時に西部～中部インド洋で

冬の平均水温が上昇するモデルでは、MJOがより活

発になり、日本の降水も増加する傾向が見られまし

た。MJOの強まりにより、東アジア上空での波活動

が活発になり、低気圧活動が強まることが、その要因

と考えられます126）。

　東アジア域の将来気候変化を理解するためには、熱

帯域の変動も精度良く予測する必要があると考えら

れます。

サブテーマリーダー：（独）海洋研究開発機構　城  岡　竜  一

図２：インド洋域のMJOと東アジアの降水活動の関
係。 観 測 及 び、MJOを 比 較 的 良 く 再 現 す る5
つのCMIP3モデルによる現在気候実験合成図

（1981-2000年）。青色（赤色）は降水活発域（不
活発）。

図１：MJOと日本の冬季降水との関係に対する地球温暖
化の影響。
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季節性気象現象とその放射フィードバックの
再現性とその将来変化に関する研究

赤道準2年振動（QBO）とは

　赤道域の対流圏（地表～高度約17㎞）では、活発な

積雲対流活動により多くの雨が降っています。対流

圏の上は成層圏（高度約17㎞から50㎞）と呼ばれて

います。赤道域の成層圏には東風と西風が約2年周

期で交代している、赤道準2年振動（QBO）と呼ばれ

る現象があります。QBOは赤道域の成層圏で見られ

る現象ですが、その影響は熱帯成層圏だけでなく、例

えば中高緯度の気圧配置、オゾン等の化学物質の分布

やハリケーンの活動に影響を与えるなど、地球大気全

体に及んでいる事が知られています。

　図1に経度方向に地球１周平均した温度の緯度－

高度分布を示します。これはCMIP3の気候モデル結

果を平均したもので、黒線が20世紀後半、赤線が21

世紀後半の温度で、21世紀から20世紀を引いたもの

を色で描いています。温暖化に伴って、対流圏では暖

かく（赤色）、成層圏では冷たく（青色）なっている事が

分かります。

　QBOは気候モデルで再現する事が最も難しい現象

の1つであり、IPCC第4次評価報告書には、温暖化に

伴うQBO の変化を示した研究はありませんでした。

そこで本研究ではQBOを再現可能な気候モデルを用

いて、SRES A1Bシナリオ（温室効果ガス濃度が21

世紀末頃に20世紀末の約2倍）に基づいた実験を行

い、地球温暖化時のQBOの変化を研究しました82）。

地球温暖化時のQBO変化

　赤道上の東西風の時間－高度断面図を図2に示し

ます。(a)が現在気候実験、(b)が将来気候実験です。

西風（赤色）と東風（青色）が、ほぼ２年周期で交互に入

れ替わりながら、上から下へ降りていく様子が分かり

ます。これがQBOと呼ばれるものです。現在気候に

比べ将来気候では、西風と東風が交互に入れ替わる周

期が長くなっています。また西風・東風の強度も弱く

なっています。更にQBOの高度が、下まで伸びにく

くなっている様子も分かります。このように、地球温

暖化に伴ってQBOが顕著に変化することが明らかに

なりました。

　図1に示した温度場の変化と対応して、赤道域の

上昇流が増加していました。つまり温暖化によって

QBOが下に降りようとするのを、上昇流が妨げよう

とする効果が強くなります。その為、QBOが下に降

りにくくなり、周期が長くなる傾向にある事が分かり

ました。

サブテーマリーダー：（独）海洋研究開発機構　河  谷　芳  雄

図１：CMIP3の気候モデルによって予測された20世紀
後半と21世紀後半の温度変化の緯度－高度断面
図。コンターの黒が20世紀、赤が21世紀。赤色
は暖かく、赤色は寒くなる領域を示します。

図２：赤道上における帯状平均した東西風の時間－高度
断面図。赤色が西風、青色が東風に相当(a)現在気
候実験、(b)将来気候実験。
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衛星等による全球雲放射と降水観測に
基づく気候モデル再現性とその将来変化

雲の放射効果：日傘効果と温室効果

　雲には、地表を冷やす日傘効果と、地表を温める温

室効果があります。例えば、夏の暑い日中でも、太陽

が雲に隠れると、涼しく感じます（図1a）。これが雲

の日傘効果です。一方、冬の朝でも、空が雲に覆われ

ていると、地表からの熱放射が妨げられ暖かく感じま

す（図1b）。これが雲の温室効果です。なお、「温室効

果」は、本来は、大気中の物質が日射をあまり妨げず、

地表からの熱放射をよく妨げる効果を指しますが、こ

こでは後者のみの意味でこの言葉を使います。

雲の変化・性質と気候モデル

　雲が持つ日傘効果と温室効果の大きさは、雲の形態

（高さや厚さなど）により異なります。しかし、雲が将

来気候においてどのように変化するかは、未だはっ

きりとはわかっていません。雲は、大気の流れや大気

中の温度・水蒸気量など様々な要因が折り重なって発

生・消滅しており、その変化を気候モデルで予測する

ことが非常に難しいためです。将来起こりうる雲の

変化を把握するためには、まず、現在気候における雲

の性質を、モデルがどの程度再現しているかをきちん

と把握しておく必要があります。

雲の放射効果の気候モデルにおける再現性

　地球上の各地域で発生する雲の形態は、その地域の

大気の状態に応じて大きく異なります。モデルが各

地域の雲をどの程度上手く再現しているかを調べる

ために、大気中層の上昇流の強さを大気の状態を表す

指標として用いて、各上昇流の強度ごとに雲の日傘効

果の指標に対する温室効果の指標の比をプロットす

ると、図2のようになります。ここでは、熱帯（上昇流

がより強い領域にほぼ対応）・亜熱帯（下降流がより

強い領域にほぼ対応）の海面水温が比較的高い海域を

対象としています。モデルの計算結果は、観測データ

と比べると、熱帯域では比較的よく一致し、亜熱帯域

では異なっています。亜熱帯域におけるモデルと観

測の差異は、モデルが観測よりも、雲の日傘効果を大

きく、温室効果を小さく見積もっていることに起因し

ます。モデル全体が持つこのような「くせ」を明らか

にすることは、さらなるモデルの改良と将来変化のモ

デル予測における不確実性の低減につながります。

サブテーマリーダー：名古屋大学　神　沢　　博

図１：雲による (a) 日傘効果および (b) 温室効果の概念図。

図２：雲の日傘効果の指標に対する温室効果の指標の
比（縦軸）：熱帯・亜熱帯の海域のうち海面水温が
27℃を越える領域について、大気中層の鉛直流強
度（鉛直方向に特殊な座標を採用しているので、横
軸で負が上昇流、正が下降流）を基準にプロット。
色付きの各線はIPCC 第4次評価報告書に参加し
たモデルのうちこの研究に利用できるデータが
揃っている18個の20世紀再現モデル実験の計算
結果。黒い実線は観測データ、黒い破線は18個の
モデル計算結果の平均値74）。　
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2
09

マルチモデルによる将来気候に
おける季節進行の変化予測

はじめに

　本研究では、温暖化に伴う日本付近の季節進行の変

化について、梅雨から夏への季節進行の変化を中心に

CMIP3マルチモデルアンサンブル（SRES A1Bに基

づく予測）を用いて調べました180）。

偏西風の季節進行の変化

　中緯度に位置する日本の気候の季節変化は、上空を

流れる偏西風の季節変化に支配されます。このため、

温暖化に伴う日本の季節進行の変化を調べる前に、ま

ず、偏西風の季節進行の変化を確認します。

　図１の実線は、日本付近の経度帯（東経120～150

度）で平均した200hPaの東西風の時間緯度断面図

です（CMIP3のうち偏西風の季節変化をよく再現す

る５つのモデルの平均）。亜熱帯ジェット気流と呼ば

れる偏西風の強風軸は、冬から春にかけては北緯30

度付近を流れますが、5月ごろから北上し、7月後半に

は一気に40度以北まで北上します。これが梅雨明け

で、日本付近はジェット気流の南側の亜熱帯の空気に

覆われた「盛夏期」となります。その後、9月から徐々

に南下し、12月末には30度付近に達します。

　この偏西風の季節変化が、温暖化によってどの

ように変わるでしょうか？図1には、温暖化による

200hPaの東西風の変化（色）も示してあります。東

西風の将来変化は季節によって異なり、10～4月の

「寒候期」には偏西風の軸の北側で強まり南側で弱ま

る一方、5～9月の「暖候期」には南側で強まり北側で

弱まる傾向があります。すなわち、温暖化によって季

節による偏西風の軸の南北変位が小さくなり、この

ことは日本付近の季節変化を弱める方向に働きます。

実際に日本付近の気温の将来変化を確認すると、夏も

冬も温暖化はしますが、冬の方がより温暖化が進み、季

節変化としては小さくなると予測されています（図略）。

　なぜ、温暖化により日本付近の偏西風の軸の南北変

化が小さくなるのでしょうか？　その要因としては、

温暖化により熱帯域の対流圏の安定度が増す割に降

水量が増加せず、このため対流圏上層での発散風が弱

まり、それによって励起される中緯度の惑星波（天候

の変動をもたらす地球規模の大気の波動）の振幅が弱

まることが考えられます。

梅雨から盛夏期の変化

　偏西風の将来変化は、偏西風の北上に伴う梅雨か

ら盛夏期への季節の遷移にも影響を与えます。図２

は、日本域で平均した降水量の季節変化です。梅雨明

けに対応し７月の半ばに降水量が急減します（図中の

太実線）。一方、将来気候では梅雨明け後の降水量減

少が現在ほど明瞭ではありません（破線）。これは、盛

夏期の偏西風の軸が、現在ほどは北を流れないことと

対応しています。このことは、将来の日本の盛夏期は、

今と比べて気温が高いのに雨は多い、いわば“じめじ

めした夏”になることを意味しています。ただし、モ

デル間のばらつきは大きく、今後、予測の不確実性の

低減が課題です。

サブテーマリーダー：気象庁　前  田　修  平

図1：日本付近(東経120～150度)で平均した200hPa
東西風の時間緯度断面図。1～12月。実線（等値
線間隔5m/s）が現在気候(1979～1996年の平
均)、色が将来変化(2081～2098年の18年平均
と現在気候との差)。5モデルの平均。

図2：日本付近(東経127.5～142.5度、北緯30～37.5
度)で平均した降水量の季節変化。1～12月。太
実線が現在気候、破線が将来気候。5モデルの平均。
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10

河川流域の水文循環の再現性と
その将来変化に関する研究

地球温暖化と水文循環

　地球温暖化は気温の上昇をもたらすだけではあり

ません。気温の上昇は蒸発散量を増加させるため、河

川流量を減らす効果があります。一方で、温暖化によ

り大気中に含まれる水蒸気量が増えて降水量が増加

すると考えられており、それが河川流量を増やす効果

もあります。また、気温が上昇すると雪が雨となって

降ることも予想され、春先の雪解け水が減ることが考

えられます。

温暖化による河川流量の変化

　本研究では、日本全国の主な河川の流域について、

降水量・融雪量・蒸発散量などの将来変化を求め、河川

流量への影響を調べました142），143）。河川の将来変化

は、気候モデルの出力結果（降水量・風速など）を河川

モデルに与えて計算することによって調べます。河

川モデルは、河川流域の地形を1㎞四方のメッシュに

わけて、森林・田・都市などの違いも考慮して水文循環

を算出します。

　木曽三川流域の計算例を図１に示します。21世紀

末の将来には降水量は増加していますが、それ以上に

蒸発散量も増加しています。その結果、木曽三川の年

間流量は全体としては減少していることがわかりま

した。

温暖化による雪解け水の変化

　北日本では、気温の上昇により雪が雨に変わること

や、雪解けの時期が早まることが予想されます。図２ 

は山形県の最上川の月別流量の将来予測を示したも

のです。現在気候再現性の良いCMIP3の8つの気候

モデルの結果を調べたところ、平均で春（3月～5月）

の河川流量が30%以上も減少し、逆に冬（1月～2月）

の河川流量が80%以上も増加していました。モデル

ごとのばらつきはあるものの、春の河川流量減少は明

らかです。

 

　北海道・東北・北陸の農業用水は232億トン利用さ

れていて、全国合計546億トンの約42%にもなりま

す（2007年）。積雪地域の河川流量の将来変化は農

業へ大きな影響を及ぼします。将来は河川流量の変

化に合わせて田植えの時期を変更しないといけない

かもしれません。

サブテーマリーダー：京都大学防災研究所　鈴　木　　靖

図1：木曽三川流域における現在（左：1979-2003）と
将来（右：2075-2099）の年間降水量（上）と年間
蒸発散量（下）の変化（A1Bシナリオによる）

図２：最上川の月別流量の将来変化（CMIP3マルチモデ
ルでA1Bシナリオの平均を棒グラフで示し，上下
の線は予測結果のばらつきを表す）
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3
01

複数の20㎞モデルからのマルチモデルアンサンブル
手法による20㎞スケール気候シナリオの作成

サブテーマリーダー：気象庁気象研究所　高　薮　　出

図１：札幌の将来気候のアナログ。赤が濃いほど確率が大きい180）

はじめに

　作物収量管理やダム管理、健康影響評価など様々

な分野において地域的な気候の変化が重要であり、

そのために将来予測結果の地域詳細化を図るダウン

スケーリングという手法が用いられています。対策

を検討するためには将来予測の信頼できるダウンス

ケーリングデータが求められます。現実には様々な

温室効果ガス排出シナリオに基づく様々なモデルに

よる将来予測が多数存在しますが、これらの結果をど

のように利用すればよいのでしょうか？本研究では、

ある地域の将来気候が現在気候のどの地域に類似す

るかという手法（気候アナログ）を駆使して将来の日

本の様子に実感をもって迫ることを目指しました。

気候アナログとは

　気候アナログ：ここでは、気候区分は温度に関する

パラメータと降水量に関するパラメータの組み合わ

せによって決定されます。日本の気候を特徴づける

冬季積雪量を考慮するため、⑴気温の季節変化の一致

度と⑵降水量の季節変化パターンの一致度の2つの

指標を満たす地域を現在地の気候アナログ地点と定

義します。

適用結果

　 こ こ で は、MIROCモ デ ル100 ㎞ 格 子 のSRES 

A1Bシナリオ実験を3機関の20㎞格子地域気候モ

デルを用いてダウンスケーリングした結果をもとに

評価をおこないました。計算には取り込んでいない

CMIP3参加のほかの21の全球気候モデルの3シナ

リオの結果を全球温度上昇量データから統計的に簡

便な方法で取り込むことにより全国の気候データを

推計しました。また、気候の年々変動の効果も、リサ

ンプリングという手法で取り込みます。いづれも近

似的な手法ではありますがダウンスケーリング結果

の持つ様々な不確実性を評価するために入れました。

この手法は、国内の任意の地点に適応できますが、こ

こでは札幌の例を紹介します。札幌は現在冬の月平

均気温が−5度を下回り、8月の平均気温は約21度で

す。降水量は冬季に比べ晩夏に多いことがわかって

います。A1Bシナリオのおよそ100年後には、冬季

の月平均気温はおよそ0度で、晩夏の雨がさらに増え

ると予想されています。図１は、気候アナログの手法

を用いて、将来の札幌が現在のどの地域の気候と類似

になるのかを示したものです。将来の札幌は現在の

青森⇒盛岡⇒仙台のような気候に変化していくこと

が示されています。また、アナログの空間的散らばり

は温室効果ガス排出シナリオの違いと、用いたモデル

の違いが気候アナログの分布に大きく影響を及ぼす

ことを示しています。ここで作成したデータは、政策

決定者が温暖化の適応策や緩和策を検討する際に予

測の範囲を含めた有用な情報として活かされること

が期待出来ます。
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3
02

複数の20㎞地域気候モデルの実行に
よる力学的ダウンスケーリングの研究

力学的ダウンスケーリングによる付加価値

　全球気候モデルを用いて作成される気候シナリオ

と影響評価研究で必要とされる情報の時空間解像度

には大きな違いがあります。また、モデルの違いに起

因する不確実性も大きいです。地域気候モデルによ

る力学的ダウンスケーリング手法は、客観解析値また

は全球気候モデル出力を側方・下部境界条件として与

えて時空間的に詳細なモデルを駆動するものです。

　本研究では、力学的ダウンスケーリング手法がもた

らす付加価値やモデルの違いによって生じる結果の

不確実性を評価しました。力学的ダウンスケーリン

グ手法によって、水平格子間隔の粗い全球気候モデル

などの境界条件を空間内挿した結果に比べて、現在気

候の再現精度を大きく改善できました（図１）。また、

３つの異なる地域気候モデルで再現された極端現象、

台風の経路の誤差がマルチモデルアンサンブルを行

うことによって改善しました（図２）158)。

　この成果から、複数のモデルによる力学的ダウンス

ケーリングで気候シナリオの空間詳細化を行うこと

によって、都道府県レベルでの防災・環境対策にかか

わる適応戦略の策定・検討に資するより精度の高い地

域気候シナリオを提供できる一定の見通しが立ちま

した。

力学的ダウンスケーリングの不確実性

　この手法には全球気候モデルによる大規模場の系

統誤差の影響が残ること、地域気候モデルと全球気候

モデルの間に双方向の相互作用がないという制約が

あります。この手法で全球気候モデルによる大規模

場の変動を改善することはできません。力学的ダウ

ンスケーリング手法で可能なのは、大規模場の予測精

度を改善することではなく、下部境界の状態（地形、土

壌、土地利用・土地被覆、土壌水分、植生、エアロゾルな

ど）に大きく依存するような小さなスケールの現象を

解像し、付加価値を与えることです。地域気候モデル

が下部境界の状態に強く影響を受ける場合でも、大規

模場の系統誤差が大きいと予測精度を向上させるこ

とはできません。また、地域気候シナリオの不確実性

を減らすために、モデル内の物理過程の高度化、計算

領域や空間解像度の最適化、大規模場を強制する手法

の高度化、境界条件と関わりなく生じる非線形力学に

よる内部変動の評価等、取り組むべき課題があります。

サブテーマリーダー：（独）防災科学技術研究所　大  楽　浩  司

図１：地域気候モデルの境界条件である客観解析データ
（左上）と全球気候モデル（左下）を、地域気候モデ
ルと同じ水平格子間隔に内挿し、地上観測値と比
較した2m気温の誤差。各誤差が力学的ダウンス
ケーリング手法によって大きく低減（右図）。

図２：３つの地域気候モデルで再現された台風経路の誤差
の確率分布。マルチモデルアンサンブルによって誤
差が改善。
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3
03

空間詳細な地域気候変動シナリオ
作成のための都市効果の評価

はじめに

　世界の人口の約半数は、都市に住んでいます。日本

の場合、人口の約半数が東京・大阪・名古屋の三大都市

圏で生活しています。

　近年、都市域では、地球温暖化とヒートアイランド

現象によって、熱中症患者数・睡眠障害発生数・電力消

費量が増大しており、社会的な問題となっています。

地球温暖化による気温上昇が継続する場合、これらの

問題がより大きくなると懸念されています。

　本研究では、詳細な土地利用はもちろんのこと、建

物や人間活動によって排出される熱といった都市特

有の効果を考慮した領域気候モデルを用いて、みなさ

んが実感できるような将来の都市気候シナリオを作

成しています。

三大都市圏の夏季気候の将来予測

　右上の図は、本研究で計算した2070年代8月の地

上気温分布です（気象研究所の全球気候モデルからの

力学的ダウンスケーリングの結果，将来排出シナリオ

にはSRES A1Bを利用）。地球温暖化により三大都

市圏の8月の気温は平均でも29℃を越えると予測さ

れています。この計算結果を右中段の図と比べてみ

ると、2070年代の夏は日本の観測史上最も暑かった

2010年の夏と同じくらい暑くなる可能性があるこ

とが分かります。ただし、ここで予測された将来の気

温上昇量は入力データとしてどの全球気候モデルの

予測結果を用いるかによって±0.5℃程度の不確実

性を持っていることに注意して下さい（右下図）。

　このプロジェクトでは、将来の気温上昇が私たちの

健康におよぼす影響も評価しています。先ほど紹介

した予測結果を用いて調べた結果、2070年代になる

と、2010年の夏と同様に、睡眠障害が発生し始める

指標（深夜0時の気温が26℃以上）をほぼ毎日満たす

可能性がある、人によっては8月の一ヶ月間ほぼ毎日

寝苦しい夜がやってくる可能性があることが分かり

ました。

サブテーマリーダー：筑波大学　日  下　博  幸

図１：予測された2070年代8月の地上気温分布

図２：気象庁で観測された2010年8月の地上気温分布190）

図３：東京の8月平均気温上昇量の予測計算結果の不確
実性。縦軸は入力データ名、横軸は本研究で予測
された気温上昇量（℃）190）。
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3
04

20㎞地域気候モデルのバイアス特定と水資源
評価のための統計的ダウンスケーリング

はじめに

　近年の気候モデルの発展は目覚ましいものがあり

ますが、それにも増して、気候予測情報の利用者側の

求める解像度や精度も高まり、モデルが実現できる精

度と利用者側の求める精度の間には依然ギャップが

存在しています。

モデルバイアス検出･補正システム

　本プロジェクトに参画している各機関から提供を

受けた20㎞地域気候モデルの長期計算結果を用いて、

モデル開発者からの要望を取り入れながら、モデル出

力値に含まれる系統的誤差（バイアス）情報を効率的

に検出・補正するシステムを開発しました。日本全国

のAMeDASデータ、地上気象官署のデータ約1700

地点分を元に、降水量、気温、日射量（短波放射）、長波

放射、風速、水蒸気圧、気圧の７つの地上気象要素につ

いて月別、都道府県別（あるいは水系別）にモデルバイ

アスを算定できるようになっています。

　図１は月降水量のバイアスを横軸に月、縦軸に各地

域の区分番号として描いたもので、モデル降水量が過

大なエリアには濃い色が、過少なエリアには淡い色が

つけられています。なお、白いエリアはモデル出力が

観測値に対して±10％以内に収まっている場所です。

図２は降水強度の99パーセンタイル値（上位１％）の

月別の空間相関係数を示しています。月平均値によ

る単純な補正（●）に比べて、頻度分布が改善するよう

に階級別に補正係数を調整した本補正手法（▲）では

このような極値の再現性が大幅に改善されています。

おわりに

　様々な気候モデル出力値を扱えるように、開発当初

よりできるだけ汎用的なシステムとなるように努め

てきましたが、実際、本システムは本プロジェクト期

間中にモデルのバージョンとともに変更された格子

数や投影法の変化に簡単に対応できました。データ

コピーの時間を除き、実作業1時間以内で、モデルバ

イアスの検出が可能ですので、本システムはモデル出

力値の利用者側のみならず、モデル開発者側にも有益

なツールとして活用されています179)。都道府県別あ

るいは水系別にモデルバイアスを把握、補正するシス

テムを開発したことにより、今後各自治体や河川管理

事務所毎に、将来の気候変化に対する適応策を多面的

に検討するための基礎情報を提供することが可能に

なりました。

サブテーマリーダー：京都大学防災研究所　田  中　賢  治

図１：各モデル出力の月降水量のバイアス

図２：強雨（上位１％）の空間相関係数の月別値
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力学的手法と統計的手法を併用した農作物
影響評価のためのダウンスケーリングの研究

はじめに

　地球温暖化予測を行う気候モデルは、地域的な温暖

化の影響評価のためには、空間の細かさや確からしさ

がまだ不十分です。そこで本サブテーマでは、主に統

計手法を使って空間と時間をより細かくするダウン

スケーリングを行い、主に農業分野で温暖化の影響を

評価するための気候シナリオを作成しています。そ

の際には、地域気候モデル(RCM)を用いた力学的な

手法との結果比較を行うとともに、気候モデルのバイ

アス(誤差)がどの程度であれば影響評価に使うこと

が出来るのかを評価しました。そして温室効果ガス

排出シナリオ、気候モデルの違い、および気候の年々

変動という、気候予測に関する不確実性の幅を考えた

気候変動予測情報を提出しました。

農業影響予測に必要な気候シナリオの精度

　まず、コメ生産予測を行う収量予測モデルにバイ

アスを持つ気候シナリオを入力し、どの程度の誤差

なら正しいコメの収量予測が可能なのか調べまし

た。その結果、誤差が気温では±0.6℃以内、日射量

では±3%以内なら予測可能との結果を得ました163）。

ただし現在の気候モデルは、そこまでの正確さを

持 っ て い ま せ ん。 実 際 に、こ の プ ロ ジ ェ ク ト の

RCMで現在の気候を再現しようとする実験結果で

は、気温は良く合っていますが、日射量を3～4割も過

大評価しています（図１）197）。私たちは、気温と日射

量のバランスが観測値と違う、という情報をRCMグ

ループに伝えるほか、当面は気候モデルの誤差補正を

行って農業影響を調べています。

不確実性を評価できる気候シナリオの作成

　気候モデルでは、ある年代の月単位の平均的な気候

の値はだいたい予測できても、その月の値を作る毎日

の天気の変化までは順を追って正確には予測できま

せん。そのためここでは、モデルから得られた月単位

の平均的な値を、トータルでは観測データのばらつき

に合うように、日単位に分解して確率的に多数の気候

シナリオを作成しました169）。またこの結果から、特

にコメ生産に関係する気候のインデックス(指標)を

作成し、その将来見通しを行いました。例えばこれか

らコメ生産が盛んになる北海道でも、イネ開花期で平

均した日最高気温には5℃以上の予測幅があります

が、札幌で今世紀末に33℃というイネの高温ストレ

ス指標に達する可能性は、より気温が上がりやすい温

室効果ガス排出シナリオのもとでさえ0.5%という

低い確率にとどまることがわかりました（図２）。いっ

ぽう現在の米どころ新潟県や首都近郊の農業県茨城

など東日本以西では、この高温ストレスに達する可能

性はかなり高くなることが予想されます。

サブテーマリーダー：（独）農業環境技術研究所　西  森　基  貴

図１：全球データセットJRA-25，複数の地域気候モデル
(NHRCM, NRAMS, TRAMS, TWRF）および統
計モデルCDFDMから得られた現在気候の再現性
評価図で，(a)日射量および(b)平均気温の季節変化
(各上図)と，各々の観測値のAMeDAS値に対する
気温差および日射量の比(各下図)をそれぞれ示す。

図２：札幌で多数の気候変化シナリオから得られた水稲
開花期間平均の日最高気温の時系列。それぞれ
温室効果ガス排出シナリオ別を表す３色（赤色が
A2，緑色がA1B，青色がB1）からなる５組の線は，
気温が低い方から見て，それぞれ0.5%, 25%, 
50%, 75%, 99.5%の確率でそれ以下の気温が
出現する可能性（パーセンタイル値）を示す。
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水災害影響評価モデルのための統計的
ダウンスケーリング手法の開発

気候モデル出力の統計的ダウンスケーリング

　地球温暖化が引き起こしうる問題の一つとして、水

循環の変化が指摘されています。水循環の変化は洪

水や渇水の発生の変化といった形で社会に大きな影

響を及ぼしえます。将来の陸上の水循環変化を予測

するための有効な手段として、気候モデルが予測した

将来の降水量や気温などを、河川の流量や土壌の水分

などを計算できる影響評価モデル（陸面モデルや水文

モデル）へ入力するという方法があります（図1）。し

かし、国内の流域や自治体などを対象とするには、気

候モデルの出力は時間・空間解像度が必ずしも十分と

はいえません。全球気候モデルの出力のみならず、地

域気候モデルの出力も時間・空間解像度が必ずしも十

分とはいえないことがあります。そのため、気候モデ

ル出力の時間・空間解像度を統計的手法によって細か

くする技法（統計的ダウンスケーリング）が必要とな

ることがあります。このとき、統計的ダウンスケーリ

ングの一部として、バイアス補正とよばれる技法が使

われることが多くあります。バイアス補正は、気候モ

デルから出力される将来変化の情報を影響評価モデ

ルへと入力する際に、対象地域における気候モデルの

出力と観測データとの間にある系統的な差を適切に

埋める統計的技法です。本サブテーマでは、水災害の

影響評価に強く関わる、気候モデルの降水量出力に特

に着目し、各種バイアス補正手法の比較206)や新たな

手法の提案などを行いました。

統計的ダウンスケーリングされた将来降雨の例

　洪水や渇水といった水災害の発生を評価する際に

は、強い雨が何日間か降り続くといった、降水量の時

間的な変動が再現されていることは重要です。そこ

で、降水量の変動を幾つかの時間スケール別に分解し、

その変動の時間スケール毎に変動の強さのバイアス

を補正する手法を提案し、地域気候モデル (NHRCM) 

の日降水量出力に適用しました。さらに、その適用結

果から5日間合計降水量を求めました。このように、

5日間程度にわたって降り続く大雨といった、土砂災

害の発生などに関わる継続した大雨のバイアスを適

切に補正することによって、気候モデルの出力を水災

害評価により使いやすくできます。

　影響評価モデルへ入力するために気候モデル出力

のバイアスを補正する手法は、これまで国内外で様々

なものが開発されてきました。先に紹介した、洪水被

害や土砂災害の規模に関わる数日程度の強い降水量

の持続に着目してバイアス補正を行う手法を用いて、

日本陸域の将来の大雨を推計した例が図2です。図2

では、この手法を地域気候モデル出力の日降水量に適

用し、 2081-2100年における5日間合計降水量の

上位1％に相当する値を求めた結果を表しています。

この例のように統計的ダウンスケールやバイアス補

正を適用された気候モデルの出力が、洪水や渇水、土

砂災害などの影響評価分野において利用されること

になります。

サブテーマリーダー：東京工業大学　鼎　 信次郎

図１：気候変動に伴う水災害影響評価の例。

図２：2081-2100年の20年間における5日間合計降
水量の上位1%値の推計例。
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双方向ネストモデルを用いた力学的
ダウンスケーリングの研究

双方向ネストモデルとは

　一方通行の道では、車はある方向にしか進むことが

できません。その道を使ってある地点から別の地点

へ行ったとき、同じ道を使って引き返すことはできま

せん。一方、対面通行の道では、車はある方向とその

逆の方向へ進むことができます。その道を使ってあ

る地点から別の地点へ行ったとき、同じ道を使って引

き返すことができます。

　地球温暖化など気候の予測を行うモデルには、全世

界の大雑把な気候を計算するものと、地域の細かい気

候を計算するものの二つがあります。これは全世界

の気候を一気に細かく計算すると、計算量が膨大にな

るためです。本プロジェクトのテーマ3では、地球温

暖化に関する全世界の粗い気候の計算結果を使って、

日本の細かい気候変動を計算しています。このよう

に全世界の気候計算モデルで作られた結果を、地域の

気候計算モデルに入力して、気候情報の空間詳細化を

行うことを、力学的ダウンスケーリングと呼びます。

　したがって、力学的ダウンスケーリングは一方通行

の道と同じです。全世界の大雑把な地球温暖化の情

報から、地域の温暖化情報になってしまうと、逆戻り

して全世界の大雑把な地球温暖化の情報を修正する

ことはありません。これが対面通行の道になるとど

うでしょう？ある地域の気候変化が原因で全世界の

気候変化を引き起こすことが可能です。そのような

方法を双方向ネストと呼びます（図左）。この方法を

使えば、地域的な規模の小さな山脈が、全世界の気候

の変化に影響を及ぼすかを知ることができます。

研究の成果

　双方向ネストの研究では、全世界の気候計算モデル

と地域の気候計算モデルを連結し、一体化したモデル

として作り直す必要があります。本研究では、プロ

ジェクトの前半で世界に先駆けて双方向ネストのモ

デル開発に成功し、プロジェクトの後半で地域の気候

が全世界の気候にどのような影響を及ぼすのかにつ

いての本格的な研究を行うことができました。

　本研究では、双方向ネストの手法がどのくらい効果

的かを、東アジア域の山岳に対する冬季の実験173）と、

東南アジア域の熱帯海洋の夏季の実験174）により確か

めました。両実験ともに双方向ネストにより地域の

気候計算が全世界の計算結果に影響を及ぼしうるこ

とを示しました。とくに、前者の実験では中国東北部

から朝鮮半島にかけての地域規模の山脈が全球の気

圧配置に影響を与えている可能性を示唆しました（図

右）。双方向ネストは、地域気候の全世界の気候に対

する影響や不確実性を評価するツールとして今後、利

用されていくことが期待されています。

サブテーマリーダー：北海道大学　稲　津　　將

図１：（左）全世界の気候を大雑把に計算するモデルと地域の気候を細かく計算するモデルを組み合わせる方法。通常の
力学的ダウンスケーリングは全世界の情報を元に地域の気候を計算する一方通行だが、双方向ネストでは両者の
情報のやり取りを行うことができます。（右）双方向ネストモデル計算と通常の気候モデル計算との上空約5㎞に
おける「気圧配置」の違い。
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社会経済シナリオのダウンスケール
手法と土地利用変化シナリオの開発

はじめに

　気候変動に関する政府間パネル(IPCC)第4次評価

報告書では、アメリカ、EU等、全世界を十数地域に分

割して予測した将来の人口・GDP成長シナリオにも

とづき、気候変動予測を行っていました。気候変動を

正確に予測するためには、より詳細な地理的分布を考

えた経済社会シナリオが必要とされます。そこで、本

研究では、自然・社会システムを統合した解析により、

IPCC第5次評価報告書に向けて作成されている、将

来の大気中の温室効果ガス濃度を安定化させる代表

的濃度シナリオ（RCP）の空間詳細排出シナリオと土

地利用変化シナリオを作成しました220)。

地球全体での空間詳細土地利用シナリオの開発

　地域ごとのRCPシナリオ作成を担当するアジア太

平洋統合評価モデル(AIM)と協力し、AIMのモデルか

ら出力される社会経済情報を0.5度メッシュ（50km

程度の空間格子情報）へと空間詳細化（ダウンスケー

ル）しました218)。次に、牧草地、農地、都市などの土

地利用変化予測のダウンスケールにも取り組み、そ

れらの結果をRCPシナリオの一つとして提出しまし

た。その成果は、世界中の気候変動予測で利用され

ています。

日本への影響は？

　このように地球規模でシナリオをダウンスケール

する一方で、地域を限定した空間詳細な土地利用変化

のシナリオの開発も行いました。東京都市圏を対象に、

新たに開発した都市経済モデルを用いて土地・建物市

場を考慮するシナリオを構築しました。今後の社会

経済変化を、人口の集約と分散の２つのタイプとして

描き、住宅・オフィス・交通などの人間活動による排熱

や、緑地率、建物密度といった土地利用の属性の変化

を予測しました（図１）。これらのシナリオを用いて、

テーマ３の都市気候モデル研究で、将来の土地利用変

化によるヒートアイランド効果が分析されました223)。

　これらの研究により、将来の気候変動による影響を

予測するために必要となる、空間詳細な土地利用シナ

リオに関する知見が得られ、より詳細な気候変動影響

評価や適応策の検討に資することができました。

サブテーマリーダー：（独）国立環境研究所　山  形　与志樹

図１：	全球を対象とした人口のダウンスケーリング結果（上段）、
	 東京都市圏を対象とした土地利用変化シナリオによる人口変化（下段）
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4
02

温室効果ガスとエアロゾル等の
排出の空間分布の推定

はじめに

　気候モデルを用いて将来の気候変化を定量的に推

定するためには、温室効果ガス(GHG)やエアロゾル

等の格子点化された排出量データが必要となります。

このようなデータはこれまでにも存在していました

が、排出量の空間分布の経年変化が考慮されていない

など、様々な問題点のあることが知られていました。

　一方で、IPCC第5次評価報告書に向けた次世代の

気候変動予測シナリオの構築に関して、将来の放射強

制力（GHG濃度等の変化により対流圏界面を通過す

る放射強度の変化量）を数種類に設定した代表的濃度

シナリオ（RCP）が国際的な研究枠組みの中で統合評

価モデル（GHG削減と気候変動影響の回避を目指し

た地球温暖化対策評価のためのモデル）によって作成

され、国際的な気候モデルコミュニティにおいては、

複数のRCPシナリオに基づいた気候変動予測が実施

されています。

GHG・エアロゾル等の空間詳細シナリオの開発

　本研究では、国や地域ごとの積算値で推計された

GHGやエアロゾル等の排出量データから空間詳細な

排出量データを作成する手法を開発し、国立環境研究

所の統合評価モデルグループが担当したRCP6.0シ

ナリオ（産業革命以降の放射強制力が6W/㎡で安定化

するシナリオ）に対応する格子点化された排出量デー

タを作成しました220）。格子点化に際しては、サブテー

マ1で構築した人口、GDP、農地面積などの空間分布

の経年変化データの中から、排出源ごとに適切な指標

を採用しています。

　図1はRCP6.0シナリオの2000年および2100

年における二酸化硫黄（SO2：硫酸エアロゾルの前駆

物質）の年間積算排出量の空間分布を示します。SO2

など短寿命物質の排出量を空間詳細化することによ

り、地域的な気候変化の予測精度向上が見込まれま

す。RCP6.0シナリオでは、SO2排出量が東欧を含む

欧米やロシアでは急速に減少する一方で、アジアなど

では2050年頃まで微増した後に減少に転じるため、

2100年の排出量は2000年の3分の1程度に留まっ

ています。なお、このような将来の排出量変化はあく

までも統合評価モデルの想定に依存することに注意

が必要です。また、排出量推計には様々な不確実性が

伴うことにも留意しなければなりません。将来の排

出量はもちろんのこと、現在の排出量であっても、エ

ネルギー消費などの活動量データの不完全性や活動

量を排出量に換算する排出係数の不確実性、空間配分

に用いる社会経済情報の不完全性など、様々な問題点

を抱えています。将来の気候変化予測における不確

実性の低減に資するためにも、現行の排出量推計手法

に存在するこれらの不確実性要因について理解を深

めることが重要です。

サブテーマリーダー：（独）国立環境研究所　野　沢　　徹

図１：RCP6.0シナリオの (a) 2000年、(b) 2100年に
おけるSO2年間積算排出量の空間分布。単位は
TgSO2/cell/year。（1Tg＝100万トン）

(a) 

(b) 
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空間詳細シナリオの検証と国際研究
ネットワークの構築に関する研究

はじめに

　地球規模および地域規模の空間詳細シナリオの検

証や、温室効果ガス排出量と気候変動リスクに関する

ボトムアップ分析においては、都市や地域レベルでの

調査や分析が重要です。このため、都市や地域に数

多くのテストサイトを設けることが必要となります。

本サブテーマでは、特定の大都市を対象としたボトム

アップ分析を実施し、また、科学者の連携を目的とす

る国際フォーラムの設置や、都市・地域の視点からの

研究を促進するための国際研究ネットワークを構築

しました。

大都市の分析と分析手法の開発

　大都市の分析では、エネルギー需給、人口、経済およ

び公共インフラに関する社会経済および社会活動の

データを収集しました。そして、シナリオ検証の基礎

とするために、例えば中国とタイの大都市における

CO2排出量の分析など、アジアの一部の巨大都市圏に

ついてボトムアップ分析の手法を用いた量的な推計・

分析を行いました。また、リモートセンシング画像を

利用して都市域の中に存在する建物等の特徴を明ら

かにし、人口密度を推定する方法を開発しました。さ

らに、都市発展パターンとCO2排出量の相関関係を分

析するために、空間メトリック法を使用して都市形態

とCO2排出量を調べる手法を開発しました。

国際研究ネットワークの構築

　国際研究計画であるグローバルカーボンプロ

ジェクト（GCP）との連携により、ウィーン、バン

コ ク、名 古 屋、つ く ば、東 京 に お い て 国 際 ワ ー ク

ショップとシンポジウムを8回にわたり開催し、都

市と地域の研究のための国際ネットワークを構築

しました。定期的にワークショップを開催し、各

国の研究者を一堂に集めることは、研究結果やモ

デルの手法などを共有し、それらのモデルを今後

どのように改善していくかを話し合うことに非常

に役立ちます。これらの会合は、国際応用システ

ム分析研究所、ポツダム気候影響研究所、アジア

工科大学院、名古屋大学、東京大学サステイナビリ

ティ学連携研究機構(IR3S)と共催したもので、この

うち3つのシンポジウムには、都市の政策決定者や政

策立案に関わるコミュニティを招き、研究と政策の

連携を深める役割を果たしました。また、ヨーロッパ、

南北アメリカ、日本およびアジアの主要な研究者や

研究機関で構成する「都市エネルギー・気候モデル化

フォーラム」を設置し、国際連携を強化しました。

研究成果の活用

　世界の都市圏の環境と都市形態との分析を通じて、

コンパクト性だけではなく、空間構造の多様なパター

ンを計測し、その特徴と気候変動対策（緩和・適応）と

の関係を、定量的な指標を用いて分析することが可能

となりました。特に、リモートセンシング画像による

都市形態の計測結果から、CO2排出量が都市形態と相

関関係にあることも再確認されました。収集したデー

タや情報はグローバルな都市炭素収支計画を策定す

るという長期的な目標に役立つものであり、IPCC第

5次評価報告書や全球エネルギー評価などの主要な

国際評価に貢献しています。

サブテーマリーダー：（独）国立環境研究所　Shobhakar Dhakal

図１：GCP、東京大学IR3Sと共催したシンポジウムの様子
	 8か国23名の研究者および政策決定者らが科学と政策の連携

について討論した。一般参加者は150名。（2009年開催）
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気候変動シナリオの解析による空間
詳細シナリオの整合性評価

シナリオ実験に用いられる将来シナリオ

　IPCC第5次評価報告書に向けた気候モデル実験が

現在行われています。このうち長期シナリオ実験に

用いられる将来シナリオとして、代表的濃度シナリオ

(RCP)が統合評価モデルグループによって作成され

ました。統合評価モデルとは、社会経済モデルを用い

てエネルギー需給、温室効果ガスの排出シナリオを作

成し、簡易的な計算により大気中での蓄積、気候変化

とその環境影響・社会経済へのフィードバックを統合

化したものです。シナリオデータとして、人為的な温

暖化効果ガスおよびエアロゾル排出とともに、空間的

にメッシュ化された土地利用変化シナリオが作成さ

れています。土地利用変化によるCO2排出量は、化石

燃料の使用による排出に次ぐ人為的な排出源となっ

ています。また、自然植生を農耕地や牧草地に転換す

ることにより、地表面の物理的な環境が変化し、気候

に影響を与えることもわかりつつあります。

　RCPシナリオのCO2データには、排出量とともに、

これら排出データを簡易気候・炭素循環結合モデル

によって計算した濃度シナリオも用意されています。

地球システムモデルを用いた実験では、このCO2濃度

を達成するために必要な、将来の許容可能な化石燃料

起源CO2排出量の逆推定を行うものがあります。逆

推定した許容排出量の評価には、土地利用変化CO2排

出シナリオの不確実性および空間詳細な土地利用変

化データとの整合性を検討する必要があります。

土地利用変化シナリオの整合性評価

　本研究では、土地利用変化シナリオに従う場合、将来

の土地利用変化起源のCO2排出がどのように変化す

るのか、植生の光合成と呼吸、土壌微生物による分解と

いった過程を通した炭素の動きをシミュレートする陸

域生態系モデルを利用して評価を行いました。

　まず、将来シナリオとともに整備された過去の土地

利用変化空間データを利用し、土地利用変化起源の

CO2排出量を推定する方法の妥当性を確認しました

(図1)。20世紀での土地利用変化による積算炭素排

出量は126 Pg Cと計算され、これまでに推定された

値と類似の値が得られました。

　このモデルを用い、RCPの4つの安定化シナリオ

そ れ ぞ れ に つ い て、2005年 か ら2100年 の 土 地

利用変化による積算炭素排出量を計算すると、特に

RCP2.6とRCP4.5において統合評価モデルによる

排出シナリオと本研究との差が大きくみられました。

RCP2.6では化石燃料からのCO2排出量を大きく削

減するため、バイオマスの燃焼によるエネルギーを利

用しつつ、燃焼によって生じるCO2を捕集し隔離する

ことを仮定したシナリオとなっているため、農地が拡

大していきます。逆にRCP4.5では、森林に蓄積さ

れた炭素の価値を経済的に評価する政策シナリオに

より、農地と牧草地を減らす土地利用シナリオになっ

ています。これら森林植生の増減が炭素循環に与え

る影響に不確実性が大きいため、陸域生態系モデルを

利用した本研究による見積とRCPの統合評価モデル

によるものとの差が大きくなっています (RCP2.6

では+53 Pg C、RCP4.5では-63 Pg Cの排出量

差)215）。

　土地利用変化起源の排出シナリオの不確実性を減

らすため、今後詳細な気候と植生を結合したモデルに

よる解析を行い、シナリオ作成プロセスにフィード

バックすることが重要であると考えます。

サブテーマリーダー：（独）海洋研究開発機構　河  宮　未知生

図１： 過去における土地利用変化起源の炭素排出量。
	 H2008 updateが標準的に用いられる推定値。

H2008 updateでは植物のCO2施肥効果が評価
されていないため、20世紀末で過大排出になって
いる。
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